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１ 計画策定の趣旨と位置付け 

１-１ 計画策定の趣旨                             

本市の人口は、市制施行の 1970（S45）年以降急激に増加しました。 

国立社会保障・人口問題研究所の中位推計（2013（H25）年３月推計）によると 2015（H27）

年をピークとして減少に転じる推計となっています。 

人口減少は、市の財政に大きな影響を及ぼし、特に生産年齢人口✻の減少に伴い、個人市

民税による収入は減少する見込みです。一方では、老年人口✻が増加し、社会福祉に係る費

用は年々増加する見込みです。 

人口増加とともに整備してきた公共施設等（公共建築物とインフラ✻施設）は、耐震化に

対応した施設整備は、ほぼ完了しているものの、老朽化が進んでおり、今後更新✻の時期を

迎えるため、この更新費用が市の財政に大きな負担となります。これらは、将来世代にお

ける公共サービス水準の維持及び将来世代への負担の増加に影響を及ぼします。 

将来の市民にも必要な公共サービスを持続的に提供するためには、新たな収入源を確保

する、あるいは財政支出を抑制する手段を考えなくてはなりません。 

今後、真に必要な公共サービスを提供するため、本市が保有する公共施設等の全体の状

況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合✻・長寿命化✻などを計画的に行うこ

とにより、財政負担を軽減・平準化✻するための「知多市公共施設等総合管理計画✻」を策

定します。なお、本計画において、一部事務組合✻の所有する公共施設等は対象としており

ません。 

１-２ 計画策定の要請                             

2014（H26）年４月 22 日に、総務省から地方公共団体に対して公共施設等の総合的かつ

計画的な管理を推進するため、「公共施設等総合管理計画」の策定に取り組むよう要請され

ています。 

「公共施設等総合管理計画」は、2013（H25）年 11 月 29 日に国のインフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議で決定された「インフラ長寿命化基本計画」における、市

町村版の「インフラ長寿命化計画(行動計画)」に該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」の概要 -総務省 

図１-１ インフラ長寿命化計画の体系  
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１-３ 計画の位置付け                             

本市では、これまでにも「知多市公の施設の管理基本方針及び取組方針」において、公

共施設の活用状況や課題を検討し、運営の見直し等を踏まえ、指定管理者制度✻の導入や民

間委託、施設の廃止などによる今後の効果的かつ効率的な管理運営方法を定めています。

また、「知多市行財政改革プラン 2016」においては、資産の計画的な活用や民間活力の有

効活用✻、広域化✻などの取組を掲げています。 

「知多市公共施設等総合管理計画」は、これらの計画に示した管理基本方針、取組方針

を踏まえた上で策定します。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 知多市公共施設等総合管理計画と本市における関連計画の位置付け 
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・今後の人口減少、少子高齢化の更なる進行により、公共施設等に求められる将来の需要が

大きく変化していくことが想定されます。 

 

２ 人口の現状把握及び見通し検討 

２-１ 知多市全体の人口推移と将来展望 

本市の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の中位推計（2013（H25）年３月推計）

によると 2015（H27）年の 84,862 人をピークに減少に転じ、今後も人口減少が進行する見

込みですが、「知多市人口ビジョン✻」における、人口減少の克服に向けた施策を実施する

ことにより、2060（H72）年には、70,000 人以上を確保することを目標としています。 

本市では、全国平均に比べ、人口は遅れて減少する見込みですが、高齢化率は急激に上

昇する見込みです。 

人口構造は、2060 年には、老年人口が 21,812 人（総人口比 30.1％）になる一方、年少

人口✻は 10,968 人（総人口比 15.1％）、生産年齢人口は 39,812 人（総人口比 54.8％）にな

ると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１ 知多市将来人口推計  
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※2010（H22）年までの実績値については総務省「国勢調査」の値を使用、2015（H27）年から 2060（H72）年までの
推計値は「知多市人口ビジョン」の人口の将来展望の値を使用、「知多市人口ビジョン」では以下の条件にて推
計しています。 
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若い世代が理想とする子どもの数に長期的かつ段階的に近づけるものとし、合計特殊出生率を現在の 1.52
から、2030（H42）年までに国が示す国民希望出生率である 1.80 へ、2040（H52）年までには人口置換水準で
ある 2.07 へと段階的に改善するものと見込みます。 

②移動率 
子育て世代の市内定住を促進することにより、子育て世帯（０～９歳、30～49 歳）の転出超過分の移動率を、

2020（H32）年までに４分の３に、2030（H42）年までに２分の１に、2040（H52）年までに均衡するものと見
込みます。 

※1970（S45）年、1975（S50）年の「国勢調査」では人口構造が調査されていないため、総数のみ表示 
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２-２ 地区別人口推計結果 

地区別の将来人口として、2060（H72）年までの中学校区別の将来人口を推計しました。 

中学校区別の将来人口推計は、全ての中学校区で人口減少となり、2015（H27）年の人口

に対する 2060年の人口割合の減少率が最も高い中学校区は、旭南中学校区の 20.9％です。

また、減少数が最も多い中学校区は、八幡中学校区の 3,494 人となっています。 

人口減少率に各地区で大きな差があることも踏まえ、少子高齢化に伴う今後の人口減少

社会の進行を見据え、市全体で人口構成の変化に合わせた、適正な公共施設等の配置及び

規模を検討していくことが必要です。 

 

■地区別人口推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２ 地区別人口推計 

 

表 ２-１ 地区別人口推計と減少率 
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2015(H27)年 21,552 17,453 17,145 15,403 13,309 84,862 

2060(H72)年 18,058 15,479 15,763 12,189 11,103 72,592 
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減少人数 

3,494  1,974  1,382  3,214  2,206  12,270  

減少率 16.2％ 11.3％ 8.1％ 20.9％ 16.6％ 14.5％ 

※図 ２－１の推計結果をもとに、2015（H27）年４月１日時点の中学校区別人口構成比率を踏まえて推計 
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３ 財政の現況把握と今後の見込み 

３-１ 歳入✻の推移・内訳 

 2015（H27）年度の歳入総額は 263.2 億円で、2009（H21）年度をピークとして 2013（H25）

年度まで歳入は減少していましたが、2014（H26）年度になり微増しています。 

 主な自主財源である市税は 150 億円前後で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 歳入の推移 

３-２ 歳出✻の推移・内訳 

扶助費✻については、2006（H18）年度の 26.2 億円から増加しており、2011（H23）年度

から 2015 年度までは 50.6 億～56.1 億円と 2006 年度の２倍近くになっています。一方、

投資的経費✻については、2006 年度から 2010（H22）年度までは 23.4 億～51.4 億円となっ

ていますが、2011 年度から 2015 年度までは 13.4 億～18.1億円と大幅に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 歳出の推移 

※上記の投資的経費には、用地取得費等が含まれています。 

（注） 

年度毎の各項目

の合計額と表記

合計額は、小数点

第１位表記のた

め、四捨五入によ

り一致しない場

合があります。 

（注） 

年度毎の各項目

の合計額と表記

合計額は、小数点

第１位表記のた

め、四捨五入によ

り一致しない場

合があります。 
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３-３ 今後の歳入・歳出の見込み 

「知多市行財政改革プラン 2016」では、今後の投資的経費の見込みとして、2016（H28）

年度から 2020（H32）年度までの５か年について、11 億～17億円程度で推移することが示

されており、近年と同様の状況が続くと予測しています。 

また、「知多市人口ビジョン」においては、生産年齢人口の減少による個人市民税収入の

減少、老年人口の増加による医療や介護などの扶助費の増大により、将来的には市の財政

がより一層厳しくなることが見込まれます。 

今後、人口の減少が進むことにより、公共施設等の更新等費用に係る財源が不足するこ

とが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-３ 歳入の見込み（「知多市行財政改革プラン 2016」） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３-４ 歳出の見込み（「知多市行財政改革プラン 2016」）  

53 54 60 59 56 56

50 52 51 51 52 52

15 15 16 16 16 17
16 17 15 13 16 11

117 124 117 119 118 115

0

50

100

150

200

250

300

2015

平成27年度

2016

平成28年度

2017

平成29年度

2018

平成30年度

2019

平成31年度

2020

平成32年度

億円

歳出の推移及び推計

その他経費 投資的経費 公債費 扶助費 人件費 ダミー

億円 

年度 

145 146 146 143 141 140

63 67 66 66 66 65

14 13 14 15 18 14

24 27 27 27 27 25

0

50

100

150

200

250

300

2015

平成27年度

2016

平成28年度

2017

平成29年度

2018

平成30年度

2019

平成31年度

2020

平成32年度

十万

歳出の推移及び推計

その他 市債 国県支出金・地方交付税 市税

億円 

年度 



7 

 

４ 公共施設等の現況及び将来の見通し 

４-１ 公共施設等の現況把握 

４-１-１ 総合管理計画で対象とする公共施設等 

本市には、市内全域にわたって多様な施設を保有していますが、性質の違いにより、大

きく公共建築物と水道や道路網などの都市基盤であり、減らすことの難しいインフラ施設

に分けました。 

本計画では、これらの施設を市の貴重な資産として総合的に捉え、計画の対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１ 知多市公共施設等総合管理計画の対象施設一覧 

 

 

  

 

 

  

市民文化系施設 

社会教育系施設 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 
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医療施設 
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公営住宅 

公園（建築物） 

供給処理施設 

その他 

上水道施設（建築物） 

下水道施設（建築物） 

 

 

  

道路施設 

河川管理施設 

海岸施設 

公園・緑地 

農業用施設 

消防・防災施設 

上水道施設（管路✻、設備） 

下水道施設（管路、設備） 

 

 

    

【知多市公共施設等総合管理計画の対象施設】 

公共建築物 インフラ施設 

 

知多市の公共施設等 
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４-１-２ 公共建築物の現状把握 

本市の公共建築物は、以下のとおりです。 

表 ４-１ 施設数/棟数/総延床面積（2016（H28）年４月１日時点） 

施設数 棟数 総延床面積（㎡） 

176 585 305,319.32 

 

表 ４-２ 対象施設一覧表（2016（H28）年４月１日時点） 

会計名 
施設類型 

施設数 棟数 延床面積（㎡） 
大分類 中分類 

普通 

会計✻ 

市民文化系施設 
集会施設 12 20 4,632.35 

文化施設 １ ４ 9,108.76 

社会教育系施設 
図書館 １ ５ 3,301.62 

博物館・公民館 ７ 27 10,597.27 

ｽﾎﾟｰﾂ・レクリエーション系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 ７ 23 10,482.50 

産 業 系 施 設 産業系施設 １ ３ 847.29 

学校教育系施設 
学校 15 191 126,061.41 

その他教育施設 １ ４ 2,314.54 

子育て支援施設 
幼稚園・保育園 14 34 18,897.30 

幼児・児童施設 ７ ８ 3,739.98 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 ６ 14 4,987.47 

障害福祉施設 ２ 14 2,632.10 

保健施設 １ ４ 2,245.45 

その他社会福祉施設 １ ６ 1,299.12 

医 療 施 設 医療施設 １ １ 114.39 

行 政 系 施 設 

庁舎等 ４ 16 10,966.03 

消防施設 ９ 18 4,808.89 

その他行政系施設 ９ ９ 555.11 

公 営 住 宅 公営住宅 ２ 17 7,108.55 

公 園 公園 20 56 7,581.01 

供 給 処 理 施 設 ごみ処理・リサイクル施設 ３ 12 15,567.38 

そ の 他 その他 34 73 37,736.79  

企業 

会計✻ 

上 水 道 施 設 上水道施設 ７ ８ 465.30  

下 水 道 施 設 下水道施設 11 18 19,268.71  

合  計 176 585 305,319.32 

 

  

※施設類型は、総務省が公開している「公共施設更新費用試算ソフト（ver.2.10）」の分類表を参考にしてい

ます。 

※普通会計の施設類型ごとの具体的な公共建築物は、「１１－３ 公共建築物一覧表」（P.63～67）に示して

います。 

※佐布里浄化センターは特別会計✻ですが、本計画においては、企業会計の下水道施設に分類をしています。 

※大分類：その他、中分類：その他には、普通財産✻19 施設の面積 35,820.57 ㎡を含みます。 



9 

 

公共建築物床面積の変遷 （１）

公共建築物の増加延床面積は、1986（S61）年度まで、学校教育系施設が半数を占め、

旧知多市民病院が整備された 1983（S58）年度がピークとなっています。また、それ以

降も継続的に公共建築物の整備が進められ、2000（H12）年度以降では知多中学校等の

学校の改築工事が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-２ 施設類型別の公共建築物床面積の変遷 
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学校教育系施設 子育て支援施設 行政系施設 供給処理施設
社会教育系施設 市民文化系施設 保健・福祉施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
公園 公営住宅 産業系施設 医療施設
その他

新耐震基準【1982（S57）年度以降】 

151,717 ㎡（53.0％） 

旧耐震基準✻【1981（S56）年度以前】 

134,363 ㎡（47.0％） 

総延床面積 286,080 ㎡ 

※企業会計の上・下水道施設は除く 

延床面積（㎡） 

市民体育館 勤労文化会館 

旧知多市民病院 

清掃センター 

市役所本庁舎（旧館） 

市役所本庁舎（新館） 

年度 

※旧知多市民病院は、本計画では普通財産として取扱いをしています。 

 



10 

 

施設類型別の公共建築物床面積の割合 （２）

施設類型別の公共建築物床面積の割合は以下のとおりです。 

学校教育系施設の割合が、最も高く、約 45％（128,376 ㎡）、次いで、子育て支援施

設の割合が約８％（22,637 ㎡）、行政系施設の割合が約６％（16,330 ㎡）となっていま

す。 

 

表 ４-３ 施設類型別の公共建築物床面積の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-３ 施設類型別の公共建築物床面積の割合  

施設類型 割合（％） 

学 校 教 育 系 施 設 44.95  

子 育 て 支 援 施 設 7.93  

行 政 系 施 設 5.72  

供 給 処 理 施 設 5.45  

社 会 教 育 系 施 設 4.87  

市 民 文 化 系 施 設 4.81  

保 健 ・ 福 祉 施 設 3.91  

ｽﾎﾟｰﾂ・レクリエーション系施設 3.67  

公 園 2.65  

公 営 住 宅 2.49  

産 業 系 施 設 0.30  

医 療 施 設 0.04  

そ の 他 13.21  

合 計 100.00  

※企業会計の上・下水道施設は除く 

※企業会計の上・下水道施設は除く 

学校教育系施設

44.95%

子育て支援施設

7.93%

行政系施設

5.72%

供給処理施設

5.45%

社会教育系施設

4.87%

市民文化系施設

4.81%

保健・福祉施設

3.91%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設

3.67%

公園

2.65%

公営住宅

2.49%

産業系施設

0.30%

医療施設

0.04%

その他

13.21%
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４-１-３ インフラ施設の現状把握 

本市が所有するインフラ施設を下表に示します。 

 

  

表 ４-４ 対象インフラ施設 

会計名 施設類型 対象施設 

普通 

会計 

道 路 施 設 

市道 

橋りょう✻ 

道路照明灯 

河川管理施設 

河川 

用悪水路✻ 

調整池✻ 

ひ門✻ 

海 岸 施 設 護岸✻ 

公 園 ・ 緑 地 

都市公園 

広場・都市公園以外の公園 

児童遊園・ちびっ子広場 

農 業 用 施 設 

農道 

ひ門 

ため池 

消防・防災施設 
防災無線施設 

防火水槽 

企業 

会計 

上 水 道 施 設 
管路 

機械及び設備 

下 水 道 施 設 

管路 

中継ポンプ場 

処理施設 

マンホールポンプ✻ 
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４-２ 公共施設等の維持管理✻・修繕・更新等に係る経費の見込み 

会計別に公共建築物とインフラ施設を対象として、今後 40 年間の更新等費用の試算結果

と過年５年間の投資的経費の平均の比較を行いました。 

公共建築物及びインフラ施設のうち市道、橋りょう、上・下水道管路の更新等費用の算

出には、総務省が公開している「公共施設更新費用試算ソフト（ver.2.10）」（以下「更

新費用試算ソフト」という。）を用い、それ以外のインフラ施設については更新費用試算

ソフトの考え方を参考に、40 年間の更新等費用を試算しました。 

４-２-１ 更新費用試算ソフトによる試算 

普通会計 （１）

普通会計の公共建築物とインフラ施設を対象として試算しました。 

①公共建築物の試算結果 

公共建築物の試算結果として、今後 40 年間で必要となる将来コストは 1,156.1 億円

となり、１年度当たりの推計事業費は 28.9 億円となりました。 

過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの推計事業費を比較すると 22.6 億円

の差があり、将来必要となる更新等費用は過年度の投資的経費の 4.6 倍に相当しており、

今後の財政見通しを考慮すると、必要な財源を確保することは難しく、コスト縮減対策

及び適正保有量への見直しが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-４ 事業費の将来見込み（公共建築物） 

■公共建築物の試算結果 

公共建築物の更新等費用試算結果は以下のとおりです。 

表 ４-５ 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

1,156.1 28.9 
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大規模改修 築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 建替え

築61年以上の公共施設の建替え 既存更新分 新規整備分

用地取得分 推計事業費（千円/年） 投資的経費平均

40 年間合計 1,156.1 億円 

推計事業費28.9億円/年度 

過去の投資的経費の平均 
6.3 億円/年度 

差額 22.6 億円/年度 

億円 

※上記の試算には、公園（建築物）及び普通財産は含まれていません。 
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②インフラ施設の試算結果 

インフラ施設の試算結果として、今後 40年間で必要となる将来コストは 640.4 億円

となり、１年度当たりの推計事業費は 16.0 億円となりました。 

過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの推計事業費を比較すると 10.6 億円

の差があり、将来必要となる更新等費用は過年度の投資的経費の 3.0 倍に相当しており、

今後の財政見通しを考慮すると、必要な財源を確保することは難しく、コスト縮減対策

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-５ 事業費の将来見込み（インフラ施設） 

 

■インフラ施設の試算結果 

インフラ施設の更新等費用試算結果は以下のとおりです。 

表 ４-６ 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

640.4 16.0 

  

0

5

10

15

20

25

30

35

2
01
1

2
01
2

2
01
3

2
01
4

2
01
5

2
01
6

2
01
7

2
01
8

2
01
9

2
02
0

2
02
1

2
02
2

2
02
3

2
02
4

2
02
5

2
02
6

2
02
7

2
02
8

2
02
9

2
03
0

2
03
1

2
03
2

2
03
3

2
03
4

2
03
5

2
03
6

2
03
7

2
03
8

2
03
9

2
04
0

2
04
1

2
04
2

2
04
3

2
04
4

2
04
5

2
04
6

2
04
7

2
04
8

2
04
9

2
05
0

2
05
1

2
05
2

2
05
3

2
05
4

2
05
5

億円

年度

投資的経費 農業用施設 河川管理施設 海岸施設 消防・防災施設

公園・緑地 道路施設 推計事業費 投資的経費平均

※上記の試算には、公園（建築物）が含まれています。 

40 年間合計 640.4 億円 

推計事業費16.0億円/年度 

過去の投資的経費の平均 
5.4 億円/年度 

差額 10.6 億円/年度 

億円 

年度 
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③公共施設等（公共建築物とインフラ施設）の試算結果 

公共建築物とインフラ施設の試算結果を合計した結果を以下に示します。 

公共施設等の試算結果として、今後 40 年間で必要となる将来コストは 1,796.5 億円

となり、１年度当たりの推計事業費は 44.9 億円となりました。 

過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの推計事業費を比較すると33.2億円

の差があり、将来必要となる更新等費用は過年度の投資的経費の 3.8 倍に相当してお

り、今後の財政見通しを考慮すると、必要な財源を確保することは難しく、コスト縮

減対策及び適正保有量への見直しが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図４-６ 事業費の将来見込み（公共施設等） 

 

■公共施設等の試算結果 

公共施設等の更新等費用試算結果は以下のとおりです。 

表 ４-７ 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

1,796.5 44.9 

 

 

  

※上記の試算には、普通財産は含まれていません。 
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公園・緑地 道路施設 公共建築物 推計事業費 投資的経費平均

40年間合計1,796.5億円 

 

差額 33.2 億円/年度 

過去の投資的経費の平均 
11.7 億円/年度 

推計事業費44.9億円/年度 

億円 

年度 
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企業会計 （２）

企業会計の上・下水道施設を対象として試算しました。 

 

①上水道施設の試算結果 

上水道施設の試算結果として、今後 40 年間で必要となる将来コストは 462.6 億円と

なり、１年度当たりの推計事業費は 11.6 億円となりました。 

過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの推計事業費を比較すると 8.5 億円

の差があり、将来必要となる更新等費用は過年度の投資的経費の 3.7 倍に相当してお

り、今後の財政見通しを考慮すると、必要な財源を確保することは難しく、コスト縮

減対策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図４-７ 事業費の将来見込み（上水道施設） 

 

■上水道施設の試算結果 

上水道施設の更新等費用試算結果は以下のとおりです。 

表 ４-８ 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

462.6 11.6 
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既存更新分 新規整備分 年度更新整備

年度不明分整備 耐用年数越え 機械及び設備

既存更新分

（５箇年度平均）

既存更新分＋新規整備分

（５箇年度平均）

推計事業費

40 年間合計 462.6 億円 

  

推計事業費11.6億円/年度 

差額 8.5 億円/年度 

億円 

過去の投資的経費の平均 
3.1 億円/年度 

年度 
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②下水道施設の試算結果 

下水道施設の試算結果として、今後 40 年間で必要となる将来コストは 685.1 億円と

なり、１年度当たりの推計事業費は 17.1 億円となりました。 

過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの推計事業費を比較すると13.6億円

の差があり、将来必要となる更新等費用は過年度の投資的経費の 4.9 倍に相当してお

り、今後の財政見通しを考慮すると、必要な財源を確保することは難しく、コスト縮

減対策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-８ 事業費の将来見込み（下水道施設） 

 

■下水道施設の試算結果 

下水道施設の更新等費用試算結果は以下のとおりです。 

表 ４-９ 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

685.1 17.1 

 

 

  

※下水道普及率は 95.1％です。（2015（H27）年度末現在） 
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新規整備分 年度更新整備 年度不明分整備 処理施設 中継ポンプ場

マンホールポンプ 既存更新分

（５箇年度平均）

既存更新分＋新規整備分

（５箇年度平均）

推計事業費

40 年間合計 685.1 億円 

  

億円 

推計事業費17.1億円/年度 
過去の投資的経費の平均 

3.5 億円/年度 

差額 13.6 億円/年度 

年度 



17 

 

４-２-２ 更新費用試算ソフトによる試算結果とりまとめ 

本市における、更新費用試算ソフトによる今後 40 年間の更新等費用の試算結果を会計別

にとりまとめたものを下表に示します。過去５年間の投資的経費の平均と１年度当たりの

推計事業費を比較した結果、いずれの分野においても、更新等費用に係る財源が不足する

ことが確認され、普通会計の合計では 33.2 億円の不足、企業会計の合計では 22.1 億円の

不足となります。 

 

 

表 ４-１０ 更新費用試算ソフトによる試算結果とりまとめ 

会計名 分 野 

①更新費用試算 

ソフト推計事業費 

（億円/年度） 

②過去５年間の 

投資的経費 

（億円/年度） 

差額 

②－① 

（億円/年度） 

普通会計 

公共建築物 28.9 6.3 ▲ 22.6 

インフラ施設 16.0 5.4 ▲ 10.6 

合計 44.9 11.7 ▲ 33.2 

企業会計 

上水道施設 11.6 3.1 ▲  8.5 

下水道施設 17.1 3.5 ▲ 13.6 

合計 28.7 6.6 ▲ 22.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

 

４-２-３ 予防保全型の試算 

予防保全✻による試算方法 （１）

これまでの公共施設等の更新等費用の算出には、総務省が公開している更新費用試算

ソフトを使用しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-９ 更新費用試算ソフトの概要 

これに対し、限られた財源の中で、今後も必要な市民サービスを持続的に提供してい

くためには、これまでの事後保全✻的な維持修繕ではなく、適切な時期に予防保全的な

修繕を実施することにより、施設の長寿命化を図り、LCC（ライフサイクルコスト）✻

を縮減していくことが必要です。そこで、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定

に係る手引き」（平成 27 年４月）を参考に、「予防保全」の考え方を取り入れた場合の

今後の修繕・更新等に係る経費の見込みについても検討しました（予防保全型）。 

ただし、これから修繕を行っても長寿命化することは困難と考えられる築 40 年以上

を経過する施設や延床面積 50 ㎡未満の小規模な施設で長寿命化によるコスト縮減効果

が限定的な施設については、予防保全の対象から除外して、事後保全として試算します。 

①予防保全対象施設の選定 

以下のフローで各施設の棟ごとに予防保全と事後保全に分類しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※小規模施設（50 ㎡未満）は、更新等費用が極小であることから事後保全としました。 
※築 40年以上の建築物は、大規模改修を実施することによる長寿命化の効果が期待できないことから、
事後保全としました。 
ただし、事後保全とした施設の更新後は、予防保全に転換させます。 

図 ４-１０ 管理方針の選定フロー  

事後保全 

左記以外 

190 棟 206 棟 

築 40 年以上の 

公共建築物 

小規模施設 

（50 ㎡未満） 

58 棟 

事後保全 

更新後⇒予防保全 

予防保全 

管理方針の選定 120 施設 454 棟 

※上記の対象施設には、公園（建築物）、清掃センター、普通財産及び企業会計の上・下
水道施設（南部浄化センター及び佐布理浄化センターを除く。）は含まれていません。 

建築物の耐用年数を60年間とし、老朽化対策として、大規模改修を

建築後30年で実施します。 

・更新費用（60年）：延床面積×施設類型別㎡単価 

・大規模改修費（30年）：更新費用の約60％ 

 

 

 

 

 

 

 

大規模改修 

（更新費用の約 60％） 

更新 

竣工 

費用 

30 年 時間 

更新費用 

試算ソフト 

60 年 



19 

 

②公共建築物の試算方法 

更新費用試算ソフトが更新費用に対する費率により、大規模改修費を算出しているの

に対し、ここでは、「予防保全」の考え方を取り入れ、2015（H27）年度に実施した本

市の代表的な公共建築物 15 棟の劣化調査結果から、全公共建築物の劣化の進行を予測

しました。そして、建築物の構造形式ごとに、更新費用に対する部位ごとの構成比率を

設定して部位ごとの費用を算出した上で、それに対する部位ごとの費率により、日常修

繕費及び大規模改修費を算出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１１ 予防保全（鉄筋コンクリート造）の概要 
 

表 ４-１１ 部位ごとの修繕等の費用（例：市役所本庁舎（旧館）鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造） 

更新費用 
（千円） 

部位 

内訳 日常修繕 大規模改修 

構成 
比率 

部位ごとの費用 
（千円） 

費率 
日常修繕

費 
（千円） 

費率 
大規模改修

費 
（千円） 

1,721,500 

屋根 ５% 86,075 10％   8,608 50％ 43,038 

外装 10% 172,150 10％ 17,215 15％ 25,823 

内装 20% 344,300 10％ 34,430 30％ 103,290 

躯体 27% 464,805 － － － － 

基礎 16% 275,440 － － － － 

機械 10% 172,150 30％ 51,645 － － 

電気 10% 172,150 30％ 51,645 － － 

屋外 ２% 34,430 ５％ 1,722 15％ 5,165 

計 100％ 1,721,500     
 

表 ４-１２ 更新費用の単価 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※更新費用の単価は、事後保全型と同様に、総務省の更新費用試算ソフトに用いられる単価を基に設定しました。  

施設類型 
更新費用 

（㎡当たり単価） 

市民文化系施設、社会教育系施設、 

行政系施設、産業系施設、医療施設 
40万円 

保健・福祉施設、供給処理施設、 

スポーツ・レクリエーション系施設、その他 
36万円 

学校教育系施設、子育て支援施設 33万円 

公営住宅 28万円 

 

 

 

 

【建築物全体】 

屋根 

外装 

… 

×○％ 

×○％ 

… 

【部位】 【費率】 

×○％ 

ｘ○％ 

… 

【構成比率】 

○○円 

○○円 

… 

【金額】 

・耐用年数：予防保全により60年→80年に長寿命化 

・大規模改修費    （30年間隔）：部位ごとに費率を設定 

・日 常 修 繕 費    （10年間隔）：部位ごとに費率を設定 

・日常修繕費（設備更新）（15年間隔）：機械・電気設備は15年間隔で更新 

 

 

 

 

 

 

 

※耐用年数及び構成比率は、建築物の構造形式ごとに設定しています。 

 

 

予防保全 

(鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造) 
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図 ４-１２ 修繕等の周期のイメージ 

 

表 ４-１３ 部位ごとの修繕等の周期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③インフラ施設の試算方法 

「４－２－１ 更新費用試算ソフトによる試算」でのインフラ施設の更新等費用の算

出には、更新費用試算ソフトを使用、あるいは同試算ソフトの考え方を参考に試算を行

いました。 

本市では、一部のインフラ施設について、安全確保やコスト縮減を目的に、所管省庁

からの指針等をもとにした長寿命化計画等を作成しています。そのため、計画を策定し

ている施設についてはそれらを踏まえた試算にするとともに、計画を策定していない施

設については本市の管理実態に適した試算を行いました（予防保全型）。 

ただし、用悪水路や防火水槽などコンクリートを主体とする構造物や下水処理施設な

どプラント系の施設については、予防保全型の維持管理を行うことが困難であるため、

予防保全型の費用は、更新費用試算ソフトの費用と同一としました。 

部位 仕様 
日常修繕 

サイクル 

大規模改修 

サイクル 

屋根 アスファルト防水 

10 年 30 年 
外装 吹付けタイル 

内装 一般事務所仕様 

屋外 アスファルト舗装 

部位 仕様 日常修繕（設備更新）サイクル 

機械

設備 

一般設備仕様 

15 年 
特殊設備仕様 

電気

設備 

一般設備仕様 

特殊設備仕様 

建

替 

建築物を良好に維持するために必要な部分的な工事 日常修繕 

大規模改修 

【修繕等の周期のイメージ】 

建築物の長寿命化を目的に予防保全的に行う全面的な工事 

日常修繕 

（設備更新） 
機械・電気設備を更新する工事 

更新サイクルは 15 年 

新

設 

日

常

修

繕  

 

日

常

修

繕 

 

大規模 

改修 
日

常

修

繕 

日

常

修

繕 

大規模 

改修 
日

常

修

繕 

30 年 60 年 80 年 10 年 15 年 20 年 40 年 45 年 50 年 70 年 75 年 経過年数 

日
常
修
繕(

設
備
更
新) 

日
常
修
繕(

設
備
更
新) 

日常修繕 

(設備更新) 
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表 ４-１４ 更新等費用の試算方法一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共建築物（更新）
・更新単価：28万円/㎡～40万円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・更新年数：60年（更新費用試算ソフトより）

・更新単価：予防保全型の試算
・更新年数：予防保全型の試算

公共建築物（修繕）
・大規模改修単価：17万円/㎡～25万円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・大規模改修年数：30年（更新費用試算ソフトより）

・大規模改修単価：予防保全型の試算
・大規模改修年数：予防保全型の試算

供給処理施設（設備）
リサイクルプラザ、東鴻之巣最終処分場

その他教育施設（設備）
給食センター

環境経済部　ごみ対策課
教育部　学校教育課

・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より 1,599 ・更新費用試算ソフトと同様 1,599

清掃センター 環境経済部　ごみ対策課
・更新単価：知多市清掃センター長期補修計画より
・耐用年数：知多市清掃センター長期補修計画より 3,487 ・更新費用試算ソフトと同様 3,487

スポーツ施設：プール
教育部　学校教育課

教育部　生涯スポーツ課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より

2,735 ・更新費用試算ソフトと同様 2,735

その他（設備）大草排水機場 環境経済部 農業振興課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より

489 ・更新費用試算ソフトと同様 489

市道 都市整備部　土木課
・更新単価（一級路線及び二級路線、その他路線）：4,700円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・更新単価（自転車歩行者道）：2,700円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・耐用年数（一級路線及び二級路線、その他路線、自転車歩行者道）：15年（更新費用試算ソフトより）

43,069

・更新単価（一級路線及び二級路線、その他路線）：4,700円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・更新単価（自転車歩行道）：2,700円/㎡（更新費用試算ソフトより）
・耐用年数（一級路線及び二級路線）：20年（舗装の維持管理指数ＭＣＩの劣化予測式より）
・耐用年数（その他路線、自転車歩行者道）：40年（舗装の維持管理指数ＭＣＩの劣化予測式より）

20,134

橋りょう 都市整備部　土木課
・更新単価：知多市橋梁長寿命化修繕計画より
・耐用年数：知多市橋梁長寿命化修繕計画より 2,883

・更新単価：知多市橋梁長寿命化修繕計画より
・耐用年数：知多市橋梁長寿命化修繕計画より 2,648

道路照明灯 都市整備部　土木課

・更新単価（ポール・溶融亜鉛メッキ仕上げ　H=10mを想定）：32万円/基
・更新単価（灯具・LEDランプを想定）：20万円/基
・耐用年数（ポール）：30年（一般社団法人　日本溶融亜鉛鍍金協会　HP：溶融亜鉛めっきの耐食性）
・耐用年数（灯具）：15年（LED道路･トンネル照明導入ガイドライン（案）　H27.3　国土交通省）

1,469 ・更新費用試算ソフトと同様 1,469

河川 都市整備部　土木課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：60年（更新費用試算ソフトに引用されている「道路構成要素の一般的な供用寿命」の「擁壁や一般的なコンクリート」の平均値を使用） 2,340 ・更新費用試算ソフトと同様 2,340

用悪水路 都市整備部　土木課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：60年（更新費用試算ソフトに引用されている「道路構成要素の一般的な供用寿命」の「擁壁や一般的なコンクリート」の平均値を使用） 1,297 ・更新費用試算ソフトと同様 1,297

調整池 都市整備部　土木課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：60年（更新費用試算ソフトに引用されている「道路構成要素の一般的な供用寿命」の「擁壁や一般的なコンクリート」の平均値を使用） 1,045 ・更新費用試算ソフトと同様 1,045

ひ門
環境経済部 農業振興課

都市整備部　土木課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：40年（標準耐用年数を使用） 200 ・更新費用試算ソフトと同様 200

海岸施設 護岸

総務部　総務課
総務部　資産経営室

環境経済部　ごみ対策課
都市整備部　土木課

都市整備部　緑と花の推進課

・更新単価（コンクリート護岸）：700,000円/m
・耐用年数：40年（「平成26年3月 土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数」の「用排水機」「鉄筋コンクリート」を使用） 2,460 ・更新費用試算ソフトと同様 2,460

公園・緑地
都市公園、広場・都市公園以外の公

園、児童遊園・ちびっ子広場
都市整備部　緑と花の推進課

子ども未来部　子ども若者支援課

都市公園
・公園施設長寿命化計画の予防保全案型の費用を更新費用試算ソフトに換算
・2024（H36）以降は、2023（H35）までの平均事業費を毎年計上
広場・都市公園以外の公園、児童遊園・ちびっ子広場　都市公園における1㎡当たりの更新費用を使用

5,322

都市公園
・都市公園　公園施設長寿命化計画の更新費用を2023（H35）まで使用
・2024（H36）以降は、2023（H35）までの平均事業費を毎年計上
広場・都市公園以外の公園、児童遊園・ちびっ子広場　都市公園における1㎡当たりの更新費用を使用

3,687

農道
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：15年（更新費用試算ソフトの道路施設より） 1,030

農道をその他路線として、更新費用試算ソフトの道路施設を適用
・更新単価：過去実積より
・耐用年数（その他路線）：40年（舗装の維持管理指数ＭＣＩの劣化予測式より）

356

ひ門
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：40年（標準耐用年数を使用） 5 ・更新費用試算ソフトと同様 5

ため池
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：60年（更新費用試算ソフトに引用されている「道路構成要素の一般的な供用寿命」の「擁壁や一般的なコンクリート」の平均値を使用） 767 ・更新費用試算ソフトと同様 767

防災無線施設 総務部　防災危機管理課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より 1,806 ・更新費用試算ソフトと同様 1,806

防火水槽 消防本部　庶務課
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より

345 ・更新費用試算ソフトと同様 345

管路
管路施設
・更新単価：97千円/m～224千円/ｍ（更新費用試算ソフトの管径別単価より）
・耐用年数：40年（更新費用試算ソフトより）

機械及び設備
水道施設（上水道施設の公共建築物を含めている。）
・公共建築物と同様（更新費用試算ソフトより）

管路
・更新単価：61千円/m～295千円/ｍ（更新費用試算ソフトの管径別単価より）
・耐用年数：50年（更新費用試算ソフトより）

40,513
・更新単価：61千円/m～295千円/ｍ（更新費用試算ソフトの管径別単価より）
・耐用年数：75年（下水道施設のストックマネジメント手法に関する手引き（案））

9,447

中継ポンプ場

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価・耐用年数：台帳資料より設定（ポンプ場事業費-固定資産台帳の機械及び装置費用）
　　　　　　　　　　　　　　30年後に更新費用の6割、60年後に更新費用の10割
設備
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：15年（台帳資料より）

3,984

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価・耐用年数：台帳資料より設定（ポンプ場事業費-固定資産台帳の機械及び装置費用）
　　　　　　　　　　　　　　20、60年後に更新費用の2割、40年後に更新費用の6割、80年後に更新費用の10割
設備
・更新単価：台帳資料より（長寿命化の経費として毎年度3,000万円計上）
・耐用年数：30年（台帳資料より）

3,532

処理施設
南部浄化センター

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価：公共建築物と同様（更新費用試算ソフトより）
・耐用年数：公共建築物と同様（更新費用試算ソフトより）
設備
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：機械装置15年、構築物50年（台帳資料より）

22,581

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価：公共建築物と同様（予防保全型の試算）
・耐用年数：公共建築物と同様（予防保全型の試算）
設備
・更新単価：台帳資料より（長寿命化の経費として毎年度1億5,000万円計上）
・耐用年数：機械装置30年、構築物75年（台帳資料より）

17,514

処理施設
佐布里浄化センター

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価：公共建築物と同様（更新費用試算ソフトより）
・耐用年数：公共建築物と同様（更新費用試算ソフトより）
設備
・更新単価：台帳資料より
・耐用年数：台帳資料より

776

建築物（下水道施設の公共建築物を含めている。）
・更新単価：公共建築物と同様（予防保全型の試算）
・耐用年数：公共建築物と同様（予防保全型の試算）
設備
・更新単価：台帳資料より（長寿命化の経費として毎年度500万円計上）
・耐用年数：台帳資料より（台帳資料の耐用年数を2倍）

497

マンホールポンプ
・更新単価：9,200,000円/基（持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアルより）
・耐用年数：25年（持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアルより） 653 ・更新費用試算ソフトと同様 653

合　計 294,414 合　計 164,530

31,146

農業用施設 環境経済部 農業振興課

54,872

・「水道事業アセットマネジメント簡易支援ツール」に基づき試算。

消防・防災施設

107,300

46,259上水道施設

道路施設

水道部　水道課

会計
名

施設区分 対象施設

普通
会計

企業
会計

下水道施設 水道部　下水道課

試算方法
費用

（百万円、40年）
費用

（百万円、40年）
データ保有課

河川管理施設

更新費用試算ソフト 予防保全型

試算方法

公共建築物

各所管課
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将来の更新等費用の試算 （２）

更新費用試算ソフトでの試算（Case.１）と予防保全型での試算（Case.２）の結果を

比較します。 

①公共建築物の試算結果 

予防保全型の管理を実施した場合、533.5 億円（13.3 億円/年度）の縮減効果が期待

できます。 

 

 

表 ４-１５ 更新費用試算ソフト 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

1,156.1 28.9 

 

 

 

 

 

表 ４-１６ 予防保全型 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

622.6 15.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１３ 事業費の将来見込み（公共建築物：予防保全型）  
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億円

年度

「予防保全」事業別

更新費 日常修繕費 大規模改修費 既存更新分 新規整備分 用地取得分 推計事業費 投資的経費平均

Case.１更新費用試算ソフト 

533.5 億円の縮減が可能 

推計事業費 15.6 億円/年度 

今後 40 年間に必要な 

更 新 費 用： 279.3 億円 

日常修繕費： 209.6 億円 

大規模改修費： 133.7 億円 

合 計： 622.6 億円 

過去の投資的経費の平均 
6.3 億円/年度 

億円 

年度 

差額 9.3 億円/年度 

Case.２予防保全型 

※上記の試算には、公園（建築物）及び普通財産は含まれていません。 
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②インフラ施設の試算結果 

予防保全型の管理を実施した場合、254.8 億円（6.4 億円/年度）の縮減効果が期待で

きます。 

 

 

 

表 ４-１７ 更新費用試算ソフト 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

640.4 16.0 

 

 

 

 

 

表 ４-１８ 予防保全型 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

385.6 9.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１４ 事業費の将来見込み（インフラ施設：予防保全型） 
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億円

年度

投資的経費 農業用施設 河川管理施設 海岸施設 消防・防災施設

公園・緑地 道路施設 推計事業費 投資的経費平均

25４.8 億円の縮減が可能 

Case.１更新費用試算ソフト 

40 年間合計 385.6 億円 

推計事業費9.6億円/年度 

過去の投資的経費の平均 
5.4 億円/年度 

差額 4.2 億円/年度 

億円 

※上記の試算には、公園（建築物）が含まれています。 

Case.２予防保全型 

年度 
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③公共施設等（公共建築物とインフラ施設）の試算結果 

予防保全型の管理を実施した場合、788.3 億円（19.7 億円/年度）の縮減効果が期待

できます。 

 

 

 

表 ４-１９ 更新費用試算ソフト 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

1,796.5 44.9 

 

 

 

 

 

表 ４-２０ 予防保全型 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

1,008.2 25.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１５ 事業費の将来見込み（公共施設等：予防保全型） 
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年度

投資的経費 農業用施設 河川管理施設 海岸施設 消防・防災施設

公園・緑地 道路施設 公共建築物 推計事業費 投資的経費平均

過去の投資的経費の平均 
11.7 億円/年度 

推計事業費25.2億円/年度 

差額 13.5 億円/年度 

40年間合計1,008.2億円 

  

億円 

※上記の試算には、普通財産は含まれていません。 

年度 
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④上水道施設の試算結果 

予防保全型の管理を実施した場合、151.1 億円（3.8 億円/年度）の縮減効果が期待で

きます。 

 

 

表 ４-２１ 更新費用試算ソフト 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

462.6 11.6 

 

 

 

 

 

表 ４-２２ 予防保全型 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

311.5 7.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１６ 事業費の将来見込み（上水道施設：予防保全型） 
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既存更新分 新規整備分 管路 機械及び設備

既存更新分

（５箇年度平均）

既存更新分＋新規整備分

（５箇年度平均）

推計事業費

Case.１更新費用試算ソフト 

151.1 億円の縮減が可能 

Case.２予防保全型 

億円 

40 年間合計 311.5 億円 

  

過去の投資的経費の平均 
3.1 億円/年度 

推計事業費 7.8 億円/年度 

差額 4.7 億円/年度 

年度 
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⑤下水道施設の試算結果 

予防保全型の管理を実施した場合、368.7 億円（9.2 億円/年度）の縮減効果が期待で

きます。 

 

 

表 ４-２３ 更新費用試算ソフト 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

685.1 17.1 

 

 

 

 

 

表 ４-２４ 予防保全型 40 年間の更新等費用の総額/推計事業費 

40 年間の更新等費用の総額（億円） 推計事業費（億円/年度） 

316.4 7.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１７ 事業費の将来見込み（下水道施設：予防保全型） 
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新規整備分 年度更新整備 年度不明分整備 処理施設 中継ポンプ場

マンホールポンプ 既存更新分

（５箇年度平均）

既存更新分＋新規整備分

（５箇年度平均）

推計事業費

Case.１更新費用試算ソフト 

 

368.7 億円の縮減が可能 

Case.２予防保全型 

40 年間合計 316.4 億円 

  

過去の投資的経費の平均 
3.5 億円/年度 

推計事業費 7.9 億円/年度 

差額 4.4 億円/年度 

年度 

億円 
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⑥予防保全型の試算結果とりまとめ 

予防保全型の管理を実施した場合、更新費用試算ソフトによる試算に比べ、普通会計

では 19.7 億円/年度、企業会計では 13.0 億円/年度の縮減効果が期待できますが、過去

５年間の投資的経費と比較すると、いずれの分野においても、更新等費用に係る財源が

不足することが確認されました。そのため、予防保全型の管理に加え、総量の縮減や運

営の効率化によりコスト縮減に取り組んでいく必要があります。 

 

 

表 ４-２５ 予防保全型の試算結果とりまとめ 

会計名 分 野 

①更新費用試算 

ソフト推計事業費 

（億円/年度） 

②予防保全型 

推計事業費 

（億円/年度） 

③過去５年間の 

投資的経費 

（億円/年度） 

差額 

③－② 

（億円/年度） 

普通会計 

公共建築物 28.9 15.6  6.3 ▲  9.3 

インフラ施設 16.0  9.6  5.4 ▲  4.2 

合計 44.9 25.2 11.7 ▲ 13.5 

企業会計 

上水道施設 11.6  7.8  3.1 ▲  4.7 

下水道施設 17.1  7.9  3.5 ▲  4.4 

合計 28.7 15.7  6.6 ▲  9.1 
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５ 計画期間 

５-１ 計画期間の検討 

本市では、市の人口が急増した 1970（S45）年度から 1986（S61）年度までに多くの公共

施設等の整備を行っています。公共建築物、インフラ施設ともに、その耐用年数は 50～60

年間であるため、2030（H42）年度から 2046（H58）年度までに施設の更新のピークを迎え

ます。 

そのため、計画期間は施設の更新のピークを期間内に包括できるよう、2017（H29）年度

からの 30年間とします。ただし、計画の進捗や、環境の変化に合わせて、随時計画の見直

しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-１ 公共建築物（延床面積）の整備年度 
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６ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

６-１ 全庁的な取組体制 

公共施設等の管理を総合的かつ計画的に実施していくため、全庁的な取組体制を構築し

ます。 

従来、各所管部署において、「部分最適化✻」の考え方に基づき、管理を行っていたもの

を、全市を対象に「全体最適化✻」の考え方を取り入れた全庁的な取組体制に転換します。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６-２ 情報共有方策の検討 

これまで公共施設等に関する情報は、所管部署が個々に収集、蓄積していましたが、今

後はこれらの情報に加え、修繕履歴や利用状況、施設に係る費用などの効率的な維持管理

に必要な各種情報（施設台帳など）を一元的に整理し、庁内ネットワークで共有していき

ます。これらのデータは、セキュリティを確保した上で、全庁において広く活用していく

ことを検討します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

【都市整備部】 

 

【水道部】 

 

 

【資産経営室】 

 

公共施設等 
総合管理計画の推進 

【財政課】 

【企画情報課】 

 

～公共施設マネジメント✻・全庁横断的な取組体制～ 

連携 

連携 

・再配置計画✻ 

・長寿命化保全計画✻ 

 

検討 

全庁を見渡し、一貫した方

針のもと、公共施設マネジ

メントを推進します 

【子ども未来部】 

【教育部】 

【環境経済部】 

【消防本部】 

【市民生活部】 【健康福祉部】 【総務部】 

 

 

【
所
管
部
署
】 

公共建築物・インフラ施設 

 維持管理と修繕・更新の実施 

 個別施設計画の立案と推進 

図 ６－１ 全庁的な取組体制の構築 
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◆管理基本方針 

1.施設の管理運営の見直し 

2.指定管理における競争性の確保等 

3.効率的な行政経営のための組織体制

の確立 

4.知多市施設管理協会の見直し 

5.施設更新の検討 

 
 

◆改革の視点 

1.市全体の経営資源の活用 

2.民間・地域とのつながり強化 

3.効率的な行財政運営 
 

◆主要な取組事項 

1.資産の計画的なマネジメント 

2.職員の育成と組織の活性化 

3.地域との連携・協働の推進 

4.民間活力の有効活用 

5.広域連携の推進 

6.事務事業の更なる見直し 

7.健全で持続可能な財政基盤の確立 

７ 現状や課題に対する基本認識 

７-１ 課題の認識 

公共施設等の現況把握及び将来の見通しについて検討した結果、本市の公共施設等をと

りまく課題は、大きく以下の３つに分けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、上記のような課題を踏まえて、これまでも公共施設等に関する計画を策定、

推進してきました。今後は本計画と合わせて、公共施設等のマネジメントに取り組んでい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知多市公の施設の管理基本方針 

及び取組方針 
知多市行財政改革プラン 2016 

・普通会計 
139 施設 249,764.74 ㎡ 

※上記には、普通財産 19 施設の面積

35,820.57 ㎡は含まれていません。 

・企業会計（上・下水道施設） 
18 施設 19,734.01 ㎡ 

・建築後 30 年以上経過施設 
約７割 

（総延床面積に対する割合） 

・試算結果 

15.6 億円/年度 
・更新費用が一斉に発生 
・施設利用料の適正化  

公
共
建
築
物 

①品質面の課題 

・老朽化 

・安全性の確保 

・市民ニーズへの対応 

 

②コスト面の課題 

・人口減少による市税収入 
の減少 

・維持・運営及び改築費用 
・利用料（受益者負担✻） 

③数量面の課題 

・多種多様の施設 

・利用状況や財政を踏ま 

えた適正保有量 

イ
ン
フ
ラ
施
設 

・都市基盤として利便性を確保 

・老朽化に伴う、事故等の未然
防止 

・試算結果 
9.6 億円/年度（上下水道除く。） 
7.8 億円/年度（上水道） 
7.9 億円/年度（下水道） 

・更新費用が一斉に発生 

・上下水道使用料の適正化 

・市内の広範囲に整備 

・都市基盤として、総量を縮減
することが困難 
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①、②より 

公共建築物の更新等費用は年間13.5億円（15.6億円-2.1億円）の財源が不足します。 

不足分の13.5億円については公共建築物の縮減と、それに伴い縮減される公共建築物

の維持管理・運営費を、公共建築物の更新等費用として転用することにより補います。 

 

８ 公共建築物の縮減目標 

８-１ 縮減目標の設定の考え方 

公共施設等の更新等費用の不足額を解消するために、公共建築物の総量を縮減し、適正

な保有量とします。ここでは、公共建築物をどの程度縮減する必要があるのかを試算しま

した。 

前提条件として、公共建築物の更新等費用は、延床面積に比例して縮減すると仮定しま

す。また、延床面積の縮減に伴い、光熱水費や維持管理に係る委託費などの維持管理費や

運営に係る人件費などの運営費（以下、「維持管理、運営費」という。）も同様に縮減する

ため、その縮減額は、公共建築物の更新等費用の不足額へ転用✻することとします。 

公共施設等のうち、道路・橋りょうなどの生活基盤を支えるインフラ施設については、

総量の縮減は困難であるため、インフラ施設の更新等費用（9.6 億円/年度）の財源を優先

的に確保するものとします。 

以上の条件のもと、公共建築物の延床面積の縮減で、公共建築物の更新等費用の財源不

足を補うこととして縮減目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８-１ 各費用の算出方法、公共建築物の更新等費用への充当方法（①～②）  
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※総量の縮減が困難

※縮減目標の設定は普通会計の公共建築物を対象とし、企業会計の公共建築物は対象外としています。 

企業会計については別途、「水道ビジョン」や「アセットマネジメント✻手法を踏まえた下水道長寿命化計画」
の策定の際に、経営の適正化の観点を考慮することが求められています。 

 
【各費用の算出方法、公共建築物の更新等費用への充当方法】 

①公共建築物の更新等費用⇒15.6億円/年度 

（予防保全型の維持管理を実施した場合の試算結果

（Case.２）より） 

40年間で総額622.6億円 

合計 
25.2億円 

11.7億円 11.7億円

21.8億円

1.9億円
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インフラ施設の予防保全型推計事業費

※総量の縮減が困難

11.7億円 11.7億円

21.8億円

1.9億円

0
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35
(億円)

公共建築物に係る充当可能見込み額

インフラ施設の予防保全型推計事業費

※総量の縮減が困難

11.7億円11.7億円21.8億円1.9億円05101520
253035
(億円)

公共建築物の更新等費用

②公共建築物に係る充当可能見込み額⇒2.1億円/年度 

・今後の投資的経費：11.7億円（過去５年間の実績値より） 

・インフラ施設の予防保全型推計事業費：9.6億円 
※総量の縮減が困難なインフラ施設は優先的に財源を確保 

・公共建築物への充当見込み額： 

11.7億円－9.6億円＝2.1億円/年度 

40年間で総額84.0億円（2.1億円×40年） 

優先的に 
充当 

合計 
11.7億円 

今後の投資的経費 
(過去５年間の 
実績値より) 

予防保全型 
推計事業費 

 

 
2.1億円 
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図 ８-２ 各費用の算出方法、公共建築物の更新等費用への充当方法（③） 

８-２ 試算結果 

８－１で示した手法により、縮減目標を算出した結果、人口減少による利用需要の変化

や財政状況が厳しくなることが予測されることを踏まえると、最低でも本市では公共建築

物の 20％以上の縮減が必要となります。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８-３ 公共建築物の延床面積縮減率の試算 
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2015（H27）年度の全公共建築物の維持管理、運営費：64.6億円/年度 

40年間で総額2,584.0億円（64.6億円×40年） 

⇒縮減額は他公共建築物の更新等費用に転用することと仮定 

 億円 

③維持管理、運営費の縮減額 

2,584.0 億円（64.6 億円×40 年） 

延床面積縮減率 

※延床面積の縮減に比例して 
維持管理・運営費が縮減される 

縮減された維持管理・運営費は、 

他の公共建築物の更新等費用に転用 

億円 

延床面積縮減率 約 20％ 

％ 

③維持管理、運営費の縮減額を 

①の更新等費用に転用 

64.6 億円×40 年＝2,584.0 億円 

②公共建築物に係る 40 年間の充当見込み額 

2.1 億円/年度×40 年＝84.0 億円 
 

①公共建築物に係る 40 年間の更新等費用 

622.6 億円 
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縮減目標 20％ 以上 

８-３ 縮減目標 

８－２の試算結果を踏まえ、2046（H58）年度までに本市が保有する公共建築物の延床面

積（2016（H28）年４月１日現在）を 20％以上縮減することを目標にします。 

 

◯縮減目標：不足額÷（更新費+維持管理、運営費） 

・40 年間の不足額：622.6-84.0＝538.6 億円 

 縮減目標：538.6÷（622.6+2,584.0）≒20％ 

 

 

 

 

 

■延床面積の 20％ 

   

⇒ 249,764.74 (㎡) × 20％ ＝ 49,952.95 (㎡) 

 
※上記の延床面積は、総延床面積（305,319.32 ㎡）から普通財産（35,820.57 ㎡）及び企業会計の上・

下水道施設（19,734.01 ㎡）を除いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ８-４ 公共建築物保有量の縮減イメージ図 

 

 

 

 上記の縮減目標の実現に向けては、より早く実行に移していくことで、早い時

期からの適正な維持管理、運営が可能になることから、今後は、再配置計画を策

定し、計画的に実施していきます。  

2046 年（30 年後）の公共建築物保有量 参考：市役所本庁舎 

総延床面積の約５倍 

 

80％ 
適正保有量 

現状から
20％以上 
縮減します 
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９ 基本方針 

９-１ 公共建築物の基本方針 

公共建築物については、主に“総量の適正化”、“運営の効率化”、“維持管理の適正化”

の３つの観点から取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・施設総量を縮減するため、施設の廃止や統合を進めます。 

・少子高齢化に伴う市民ニーズの変化を見極め、施設の統廃合、転用を

実施します。 

・老朽化の著しい施設や役割を終えた施設は、早期に取り壊します。 

・市内全域及び近隣の自治体が保有する施設を含めた広域的な活用によ

り施設を縮減します。 

総量の 

適正化 

・限られた財源の中で、市民へのサービス水準の維持・向上を図るため、

PPP✻/PFI✻の導入などにより民間活力を積極的に活用します。 

・利用状況に合わせた運営の見直しにより効率化を図ります。 

・施設利用の自由度を高め、利用率の向上と受益者負担の適正化、広告

収入等の収入確保を図ります。 

・省エネルギー設備の積極的な採用により、ランニングコスト✻を軽減し

ます。 

運営の 

効率化 

・日常点検などの定期点検を確実に行い、安全性を維持するとともに施

設の健全度を把握、蓄積することにより、修繕計画や長寿命化計画に

活用します。 

・従来の事後保全型から予防保全型の維持管理に転換し、施設の長寿命

化を図ることにより、LCC（ライフサイクルコスト）を軽減します。 

・維持管理業務の包括化により、コストの縮減、事務作業の効率化に努

めます。 

維持管理

の適正化 
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９-２ インフラ施設の基本方針 

  インフラ施設については、主に“安全性の確保”と“維持管理の適正化”の２つの観点

から取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・従来の事後保全型から予防保全型の維持管理に転換し、長寿命化を推

進します。 

・点検、診断結果を蓄積、分析することにより、維持管理計画に活用し

ます。 

・省エネルギー設備の採用により、コストの縮減を図ります。 

維持管理

の適正化 

・点検、修繕の確実な実施により、安全で快適な都市基盤の整備を推進

します。 

・限られた財源のもと、サービス水準を確保するため、施設の優先度、

緊急度を踏まえた、修繕、更新を実施します。 

・安全を確保するために必要な修繕、更新については、優先的に財源を

充当することにします。 

安全性の 

確保 
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１０ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 
公共施設等の今後の管理について、７つの基本的な観点を以下に示します。 

 

１０-１ 点検・診断等の実施方針 

 

◆日常点検、月・年点検などの定期点検を実施し、危険・故障につながる事項を早期に

発見します。 

◆公共建築物については、建築基準法や各種法令で義務づけられた点検を、今後も確実

に実施します。 

◆専門技師（庁内／委託）による点検の実施により精度を確保します。 

◆点検業務に包括的管理✻を導入し、効率化によりコストを縮減します。 

◆点検・診断結果を継続的に蓄積、分析することにより、劣化特性を把握し、修繕計画

や長寿命化計画に活用します。 

◆点検、診断結果を公共施設カルテ✻に反映し、公共施設マネジメントの基礎資料として

活用します。 

 

 

１０-２ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

◆安全性や機能の水準を確保するために、適切な維持管理、修繕を実施します。 

◆維持管理業務に包括的管理を導入し、効率化によりコストを縮減します。 

◆個別施設計画をもとにした予防保全型の維持管理を実施し、施設の長寿命化を図り、

LCC（ライフサイクルコスト）を縮減するとともに費用を平準化します。 

◆公共建築物を更新する際は、必要性を見極めた上で実施するとともに、原則として統

廃合・複合化✻を実施し、施設総量を縮減します。 

◆大規模修繕や更新時には、省エネルギーに配慮した構造や設備を導入します。 

◆公共建築物の更新に当たっては市民ニーズを的確に把握するとともに、莫大な費用が

不可欠であるため、PPP/PFI の導入などにより、民間のノウハウと資金を積極的に活

用します。 

 

  



37 

 

１０-３ 安全確保の実施方針 

 

◆施設や都市基盤の安全確保を最優先事項として、維持管理や修繕、更新を実施します。 

◆定期点検の結果から施設の劣化特性を把握し、併せて健全度の把握による劣化予測を

行うことにより、事故や故障を未然に防ぐための修繕、更新を実施します。 

◆著しく老朽化が進行している場合や、極めて高い危険が認められた場合には、施設の

廃止や道路、橋りょうの通行規制などの利用制限を実施します。 

 

 

１０-４ 耐震化の実施方針 

 

◆「知多市建築物耐震改修促進計画」に基づき、2016（H28）年度中に公共建築物の耐震

化が完了予定です。 

◆照明灯や天井などの耐震化を引き続き行い、より安全な施設を目指します。 

◆上・下水道施設（管路・設備）における耐震化は、優先度を考慮した上で計画的に実

施します。 

 

 

１０-５ 長寿命化の実施方針 

 

◆施設の状況を考慮した上で、従来の事後保全型から予防保全型の維持管理に転換して

長寿命化を図り、併せて LCC（ライフサイクルコスト）を軽減します。 

◆長寿命化するため、所管省庁の指針やガイドラインなどをもとにした、個別計画を策

定し、計画を確実に推進していきます。 

◆インフラ施設は、点検により健全度を定期的に把握し、実績や劣化予測などから、更

新年数の適正化を図ります。 
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１０-６ 統廃合や廃止の推進方針 

 

◆施設の統廃合に加えて、空きスペースの活用による統廃合、複合化や他用途への転用

など、既存の施設の有効活用を図ります。 

◆施設の利用状況や建築物の劣化状況等を踏まえた、公共建築物の再配置について検討

します。また、地震や洪水などの災害から市民の命を守るための「指定避難所」に指

定されている施設の再配置については、地域防災計画を踏まえた上で検討します。 

◆利用圏域を考慮した、全市的な活用の推進、また近隣自治体との相互利用の拡大など、

広域的な活用を推進することにより、施設総量を縮減します（フルセット主義✻からの

脱却）。 

◆施設の利用状況や特性に応じて、民間や地元への譲渡について検討します。 

◆利用者が少なく、劣化が著しい施設については廃止を検討します。また、利用者は少

ないものの、老朽化が進んでいない建築物については、転用や複合化などと合わせて、

売却を検討します。 

  

 

１０-７ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

◆本計画の推進を含めた公共施設マネジメントは、本市の公共施設等について全体最適

化を行うことを目的としており、全庁を統括する資産経営室を中心に、全庁が一丸と

なって取り組みます。 

◆職員研修等の開催により、公共施設等の現状と今後のあり方について周知するととも

に、全庁的な取組に向けた意識の醸成を図ります。 

◆長期的な視点を持って、財政負担を軽減・平準化するために、老朽化した公共施設等

の更新等費用に公共施設等整備基金を活用していきます。 
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１１ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
基本方針や公共施設等の管理に関する基本的な考え方を踏まえて、施設類型ごとに今後

の管理についての方針を示します。 

 

１１-１ 公共建築物 
※施設類型ごとの具体的な公共建築物は、「１１－３ 公共建築物一覧表」（P.63～67）に示しています。 

※公園（建築物）は、「１１－２ インフラ施設」の「④公園・緑地」（P.58）に含めています。 

※上水道施設（建築物）は、「１１－２ インフラ施設」の「⑦上水道施設」（P.61）に含めています。 

※下水道施設（建築物）は、「１１－２ インフラ施設」の「⑧下水道施設」（P.62）に含めています。 

 

  

①市民文化系施設＜集会施設＞ 

施設 12 施設 

●主な施設 

市民活動センター 

つつじが丘コミュニティセンター 

佐布里ダム記念館 

青少年会館         など 

現状 

 地域活動の拠点施設として、つつじが丘コミュニティセンター、市民活動セ

ンターなどを整備しています。 

 青少年会館は、貸館、学生のための学習室とともに、困難を伴う若者を支援

する若者支援センターとして機能しています。 

課題 

 佐布里ダム記念館は、整備から 40年以上経過しているため、老朽化が進行し

ており、また利用者も比較的少ない状況です。 

 つつじが丘コミュニティセンター、市民活動センターは、利用状況は良好で

すが、施設の老朽化が進行しつつあります。 

方針 

 市民のコミュニティの活動支援の一環として、適切な維持管理・運営を行い、

今後も快適な環境を提供していきます。 

 集会施設は、施設規模や老朽化の状況がさまざまですが、市内に数多く整備

されていることから、今後、施設状況を踏まえて、統廃合や他施設との複合

化について検討します。 

 青少年会館は、市北部の集会・活動施設並びに若者支援センターとして、今

後も快適な環境を提供していきます。 
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②市民文化系施設＜文化施設＞ 

施設 １施設 勤労文化会館 

現状 
 本市の文化活動の中心施設として、コンサートや講演会を開催できる貸ホー

ルや貸会議室を備えています。 

課題 

 建築物自体は耐震性を有していますが、つつじホールの天井などの耐震化が

必要です。また、屋上防水や照明施設などについても大規模修繕が必要とな

っています。 

 近隣自治体に類似施設が整備されたことから、利用率の低下が懸念されま

す。 

方針 

 文化活動の中心施設として、安全で快適な環境を整備するとともに、多彩な

催しものを開催することにより、利用者の増加を目指します。 

 施設の運営及び維持管理は、現在、指定管理者制度を活用していますが、維

持管理・運営の一層の効率化を図るとともに、利用者へのサービス向上を目

指します。 

 近隣自治体に類似施設が整備されたことを踏まえ、利用率、コスト状況など

から、将来のあり方を検討します。 
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③社会教育系施設＜図書館＞ 

施設 １施設 中央図書館 

現状 

 市民の知識・情報収集や学習、調査研究の場として 320,000 冊以上の図書館

資料を収蔵しています。 

 館内には、閲覧室のほか、AV ブースや視聴覚学習室を備えています。 

課題 

 1979（S54）年度に整備された施設であり、屋上防水の修繕や機器の老朽化

による視聴覚装置の改修が必要となっています。 

 利用者のニーズに合わせたサービスの充実が必要です。 

 全般に手狭な状況であることから、図書の増書は困難な状況です。 

方針 

 図書の蔵書数にこだわらず、利用者のニーズに合わせたサービスなど、図書

館機能をさらに充実させるとともに、憩いの場としての活用など、新たな魅

力ある図書館のあり方を検討します。 

 定期点検や計画的な修繕の実施により、快適な環境を維持するとともに、将

来の建替えについては、他施設との複合化や官民連携についても、検討しま

す。 

 施設の運営及び維持管理は、現在、指定管理者制度を導入していますが、今

後も民間活力を活かした効率化とサービスの充実を図ります。 
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④社会教育系施設＜博物館・公民館＞ 

施設 ７施設 

●主な施設 

中部公民館 

歴史民俗博物館  など 

現状 

 地域住民の生涯学習・文化などの拠点施設として、地区ごとに合計６つの公

民館を整備しています。 

 歴史民俗博物館では、市民の学術文化の発展のために、郷土の民俗、歴史、

考古、美術などに関する資料の収集、展示、調査研究を行っています。 

課題 

 公民館は中部公民館を除き、いずれも整備から 30～50 年が経過しており、

全般に老朽化が進行しています。また、人口の高齢化が進んでいることから、

利用者は減少傾向です。 

 歴史民俗博物館は、1978（S53）年度に開館し、1998（H10）年度に大規模改

修を実施していますが、設備が老朽化しており、また天井などの耐震化が必

要となっています。 

方針 

 中部公民館以外の稼働率の低い５つの公民館は、2017（H29）年４月から、

社会教育施設の公民館としての位置付けを見直すことで従来の利用制限を

緩和するとともに、名称を「（仮称）まちづくりセンター」として、多様な

市民ニーズに対応した使いやすい施設とします。また、利用制限の緩和後、

将来的には地域のまちづくりの拠点として地域組織が管理運営する施設を

目指し、指定管理者制度の導入について検討します（既に導入済みの大興寺

公民館を除く）。 

 歴史民俗博物館は、天井などの耐震化を始めとした計画的な修繕を行い、施

設の長寿命化を図ります。また、利用者の増加に向けた各種のイベントを企

画していきます。 
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⑤スポーツ・レクリエーション系施設＜スポーツ施設＞ 

施設 ７施設 

●主な施設 

市民体育館 

海浜プール 

新田プール 

岡田プール    など 

現状 

 「知多市の公の施設の管理基本方針及び取組方針」に基づき、2017（H29）

年４月１日から市民体育館を直営にします。 

 市民のスポーツ・レクリエーションの場として、市民体育館、海浜プールな

どを整備しています。 

 市民体育館のアリーナ稼働率はほぼ100％と、市民に広く活用されています。 

 「行財政改革プラン 2013」に基づき、2015（H27）年４月１日に、新舞子プ

ールを廃止し、海浜プールを一部閉鎖しました。 

 新田プール及び岡田プールは、専用のプールがない岡田小学校及び新田小学

校のプールとしても活用しています。 

課題 

 1972（S47）年度から 1977（S52）年度までに整備された施設が多く、施設

の老朽化が進行しています。 

 市民体育館については、構造物としての耐震性は有していますが、天井など

の耐震化を行うことが必要です。 

方針 

 市民体育館は、天井などの調査をし、耐震化や照明の LED 化について基本設

計を作成します。 

 将来の市民体育館の建替え時には、複合化や官民連携、広域化、PFI の活用

などを検討します。 

 現海浜プール敷地内に、新ごみ処理施設の稼動により発生するエネルギーを

活用した温水プール等の健康増進施設を整備する予定です。また、学校授業

での活用など、関連する部署と連携を検討します。 

 老朽化している新田プール及び岡田プールは、温水プール等の健康増進施設

の建設に合わせ、統廃合等を検討します。 
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⑥産業系施設＜産業系施設＞ 

施設 １施設 高齢者能力活用会館 

現状 

 高齢者の方々の集会室や会議室、談話室を備え、生きがい活動や健康を維持

する場、地域住民との交流の場として整備しています。 

 知多市シルバー人材センターへ指定管理者を委託しており、同団体の活動拠

点ともなっています。 

課題 
 高齢者能力活用会館は、旧知多郵便局の局舎を活用した施設であり、整備か

ら 50 年以上が経過していることから老朽化が著しい状況です。 

方針 

 定期的に修繕しながら使用していますが、老朽化が著しいため、今後は施設

の建替えなどについて検討します。検討に当たっては、他施設との複合化に

よる建替えを検討するとともに、他施設への移転など、既存施設の有効活用

についても検討します。 
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⑦学校教育系施設＜学校＞/⑧学校教育系施設＜その他教育施設＞ 

施設 16 施設 
八幡小学校始め 10 校、八幡中学校始め５校 

/八幡給食センター 

現状 
 学校教育系施設として、小学校 10 校、中学校５校、給食センター１箇所を

整備し、教育環境の充実を図っています。 

課題 

 1971（S46）年度から 1985（S60）年度までに整備された施設が多いため、

施設の老朽化が一斉に進行し、大規模修繕が必要な状況です。 

 少子化や宅地開発の影響により、学校によって児童・生徒数に差が生じてい

ます。 

方針 

 「知多市の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱」に則り、

子どもにとって安全で安心な環境を確保するため、学校教育の充実を図りま

す。 

 天井などの耐震化を進め、安全性の向上を図るとともに、計画的な修繕を行

うことにより、施設の長寿命化を図ります。 

 各校に共通する維持管理業務は、包括的に発注することによる効率化を検討

します。 

 余裕教室については、子育て支援施設としての活用を検討するほか、学校の

拠点性を活かして他施設との複合化について検討します。 

 施設総量の半分近くを占める学校は、施設の老朽化や少子化の進行状況を把

握し、小中一貫化や学校の統廃合、またダウンサイジング✻による建替えの

可能性などについて検討します。 

 各校のプールが老朽化し、維持管理費用が増大していることから、プール機

能の集約化等を検討します。 
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⑨子育て支援施設＜幼稚園・保育園＞ 

施設 14 施設 
寺本保育園始め 12 園 

梅が丘幼稚園始め２園 

現状 
 乳幼児を保育し、また、心身の発達を促すことを目的に、保育園 12 園、幼

稚園２園を整備し、教育・保育サービスを提供しています。 

課題 

 1972（S47）年度から 1981（S56）年度までに整備された施設が多いため、施

設の老朽化が一斉に進行し、大規模修繕が必要な状況です。 

 低年齢児において年度途中に待機児童が発生しているため、待機児童ゼロに

向けた施策が求められています。 

 女性の社会進出や核家族化などにより、多様化した教育・保育ニーズへの対

応が求められています。 

方針 

 乳幼児に安全で快適な保育環境を提供します。また、個別配慮が必要となる

児童の受入環境整備を検討します。 

 計画的な修繕を行うことにより、施設の長寿命化を図ります。 

 各園に共通する維持管理業務は、包括的に発注することによる効率化を検討

します。 

 教育・保育ニーズとともに将来人口や民間施設の動向を見据え、公立施設の

民営化や認定こども園化の検討、また、統廃合や他施設との複合化について

検討します。 

 待機児童対策として、低年齢児の定員拡大に必要な地域型保育事業等への民

間事業者の参入を促します。 
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⑩子育て支援施設＜幼児・児童施設＞ 

施設 ７施設 

●主な施設 

児童センター 

こども未来館 

子育て総合支援センター 

児童発達支援センターやまもも園     など 

現状 

 こども未来館や子育て総合支援センターなど７施設にて、子育て支援や子育

て環境を充実するためのサービスを提供しています。 

 児童発達支援センターやまもも園は、通所している子どもの発達支援や親子

支援のほか、地域支援として保育所等に在籍している発達の心配な子どもな

どへも専門的な支援を行っています。 

課題 

 こども未来館は整備から 20 年が経過し、空調設備を始めとした設備の老朽

化が進行しており、また、天井などの耐震化が必要な状況です。 

 放課後子ども総合プラン施設は、共働き家庭の増加などにより、少子化が進

む中でも、利用者ニーズが高まっています。 

 専門的な療育や個別の支援を必要とする子どもが増加傾向にあるため、児童

発達支援センターやまもも園の定員拡大や機能向上が必要となってきてい

ます。 

方針 

 保育園、幼稚園や学校とともに、子どもたちが健やかに育つための子育て支

援サービスを実施していきます。 

 こども未来館については、天井などの耐震化を進めるとともに、計画的な修

繕の実施により施設の長寿命化を図ります。 

 新田放課後児童クラブは、新田小学校へ移転し、放課後子ども教室と一体的

な運営を行います。児童発達支援センターやまもも園は、発達支援に関わる

中核的な施設として、機能の強化を図っていきます。 
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⑪保健・福祉施設＜高齢福祉施設＞ 

施設 ６施設 

●主な施設 

老人福祉センター 

八幡福祉会館 

南粕谷デイサービスセンター    など 

現状 

 社会福祉法人知多市社会福祉協議会を指定管理者に指定し、高齢者の生涯学

習や健康増進などを目的に、老人福祉センターや各地区の福祉会館などを管

理・運営しています。 

 南粕谷デイサービスセンターでは、在宅の介護を必要とする高齢者を対象と

した、入浴、給食サービスや日常生活動作訓練を実施しています。 

課題 

 南粕谷デイサービスセンターを中心に施設の老朽化が進行しています。 

 今後、高齢化がますます進むことから、ニーズの増加や多様化に対応してい

くことが求められます。 

方針 

 「知多市公の施設の管理基本方針及び取組方針」に基づき、2017（H29）年

４月１日から老人福祉センターと各地区の福祉会館を直営にします。 

 高齢者が生き生きと生活できるよう、老人福祉センターを拠点施設としたサ

ービスを提供し、バスの送迎や講座の充実により、利用者の増加を図ります。 

 老人福祉センターや東部福祉会館は、計画的な修繕を行うことにより、施設

の長寿命化を図るとともに、設備についても計画的に修繕し、健全度を維持

します。 

 一部の福祉センターは、近隣施設と機能が類似・重複するため、利用状況を

考慮し、統廃合やダウンサイジングなどについて検討します。 

 デイサービス事業は、公共サービスとしてのあり方を検討します。 



49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑫保健・福祉施設＜障害福祉施設＞ 

施設 ２施設 
障がい者活動センターやまもも第１ 

障がい者活動センターやまもも第２ 

現状 

 知的障がいのある方で、雇用されることが困難な 18 歳以上の方を主な対象

とし、軽作業などを通じて社会復帰と自立を目的とした支援を行っていま

す。 

 利用者の増加に伴い、2008（H20）年度に障がい者活動センターやまもも第

２を整備しています。 

 専門的知識、経験を有する社会福祉法人を指定管理者として、運営を委託し

ています。 

課題 
 障がい者活動センターやまもも第１は、1983（S58）年度の整備から 30年以

上が経過しているため、施設の老朽化が進行しています。 

方針 

 障がい者福祉の拠点として、社会活動への参加の場の提供や地域生活への支

援など適切な障がい福祉サービスを提供していきます。 

 障がい者活動センターやまもも第１については、設備の老朽化が進行してい

ることから、計画的なメンテナンス、更新を実施します。 

 利用者ニーズへの迅速、的確な対応や施設の管理形態のあり方について検討

します。 
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⑬保健・福祉施設＜保健施設＞/⑮医療施設＜医療施設＞ 

施設 ２施設 保健センター/休日診療所 

現状 

 市民の健康を守るための拠点施設として、妊娠・出産期から高齢期までの

健康診査、各種教室、相談や予防接種などを実施しています。 

 保健センターに併設した休日診療所では、内科・小児科の診療を行ってい

ます。 

課題 
 1978（S53）年度の整備から 30 年以上が経過しているため、給排水設備を

中心とした施設の老朽化が進行しています。 

方針 

 本市の保健衛生の拠点として、機能を維持するとともに効率的なサービス

の提供に努めます。 

 保健・医療施設を集約、拠点化し、利便性の向上を図るため、旧知多市民

病院施設に、保健センター、休日診療所及び在宅ケアセンターを移転しま

す。 

 各種検診に使用する高額な医療機器などについては、その利用状況を踏ま

えたサービス提供の見直し、公立西知多総合病院におけるサービス実施へ

の完全移行、民間委託などについて検討の上、更新の必要性を判断します。 

⑭保健・福祉施設＜その他社会福祉施設＞ 

施設 １施設 福祉活動センター 

現状 
 知多市社会福祉協議会を指定管理者に指定しており、同団体の活動拠点とし

て機能しています。 

課題 
 空調などの設備を中心とした老朽化が進んでいます。 

 会議室を効率的に活用することが必要です。 

方針 

 知多市社会福祉協議会の拠点施設として指定管理者制度を継続し、設備を含

めた計画的な維持管理を実施します。 

 福祉団体、ボランティア団体による会議室の利用率向上に取り組みます。 
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⑯行政系施設＜庁舎等＞ 

施設 ４施設 

市役所本庁舎 

東部サービスセンター 

岡田サービスセンター 

旭サービスセンター 

現状 
 市役所本庁舎は、本市の公共サービス提供の拠点施設として、機能していま

す。 

課題 

 市役所本庁舎は、整備から 40 年以上が経過し、全体的に老朽化が進行して

おり、給排水設備や壁面・屋上防水などに関わる不具合が頻発しています。 

 各地区において証明書発行などのサービスを行っているサービスセンター

については、利用者数が減少しています。 

方針 

 老朽化が著しい市役所本庁舎は、公共サービス提供の拠点施設として、建替

えも視野に入れた新しい時代の市役所庁舎のあり方について検討します。ま

た、朝倉駅周辺整備計画との連携についても併せて検討し、快適で利便性の

高い施設の実現に向けて検討します。 

 東部、岡田、旭の各サービスセンターについては、2017（H29）年３月末で

廃止します。サービスセンターで実施している住民票等の交付については、

2016（H28）年１月からコンビニエンスストアでも実施しており、市民の利

便性の向上を図っています。 
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⑰行政系施設＜消防施設＞ 

施設 ９施設 

●主な施設 

消防本部・消防署 

消防署八幡出張所 

消防署旭出張所 

消防団第 1 分団詰所   など 

現状 
 市民の命や大切な財産を守るため、消防署、八幡出張所、旭出張所の３拠点

を中心に消防・救急業務に取り組んでいます。 

課題 

 旭出張所は整備から 40 年以上が経過しており、屋上防水の劣化など老朽化

が進行しています。 

 消防体制の充実、強化を目的とした「愛知県消防広域化推進計画」に基づき、

消防の広域化について、検討することが必要です。 

方針 

 高齢化による要配慮者の増加及び救急活動の増大への対応や南海トラフを

震源とする巨大地震の発生などから市民の生活を守るため、充実した消防・

救急体制を構築します。 

 救急・消防業務のうち、通信指令業務については、既に 2012（H24）年度か

ら知多広域消防指令センターにて知多地域の５市５町を対象とした広域的

な運用を行っています。今後は「愛知県消防広域化推進計画」に基づき、消

防の広域化に向けて周辺自治体と検討します。 

 老朽化の著しい旭出張所は、建替え時には、他施設との複合化や統廃合を含

めて検討します。 

 消防団詰所・車庫については、計画的な修繕を行い、施設の長寿命化を図り

ます。 
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⑱行政系施設＜その他行政系施設＞ 

施設 ９施設 

●主な施設 

八幡水防倉庫 

備蓄倉庫（八幡）   など 

現状 

 地震や洪水、高潮などの災害発生時に市民に供給するための飲料水や食糧、

また必要な資機材などを保管する水防倉庫（５箇所）、備蓄倉庫（４箇所）

を整備しています。 

課題 
 施設の老朽化が進行している施設があり、適切な備蓄・保管環境を維持する

ことが必要です。 

方針 

 「知多市地域防災計画」、「知多市水防計画」に基づき、いざという時のた

めに必要な物資を適切に備蓄・保管します。 

 定期的な点検を実施し、健全な備蓄・保管環境を維持します。 

⑲公営住宅＜公営住宅＞ 

施設 ２施設 
市営緑ケ丘住宅 

市営猿田住宅 

現状 
 住宅に困窮する低所得者等が、健康で文化的な生活を営めるよう、公営住宅

として、市営緑ケ丘住宅 100 戸、市営猿田住宅８戸を整備しています。 

課題 

 水回りや照明など、設備を中心とした老朽化が進行しています。 

 高齢者や障がい者にも対応したバリアフリー化が求められています。また、

整備当時との生活環境の変化から、水回り設備や電気容量など一部設備の劣

化が進んでいます。 

方針 

 入居者が安全で快適に生活できるよう、適切な維持管理を行います。また、

長期を見通して策定した長寿命化計画に基づき、計画的な修繕を確実に行

い、健全度を保ちながら施設の長寿命化を図ります。 

 将来の大規模改修や建替えの時期に合わせた統廃合や民間賃貸住宅の家賃

補助への転換など、様々な可能性について検討します。 
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⑳供給処理施設＜ごみ処理・リサイクル施設＞ 

施設 ３施設 

清掃センター 

リサイクルプラザ 

東鴻之巣最終処分場 

現状 

 廃棄物関連の施設として、焼却施設である清掃センター、紙類、飲料缶など

のリサイクル施設であるリサイクルプラザ、また、埋立処分を行う東鴻之巣

最終処分場を整備しています。 

課題 

 2024（H36）年度から、東海市と共同使用する西知多医療厚生組合による新

ごみ処理施設が稼働するため、移転までの期間、施設の健全度を適切に保つ

必要があります。 

方針 

 現行の清掃センターについて、2023（H35）年度までは、包括的な管理運転

委託を継続し、維持管理・運営コストの最適化を図りながら適切に運用して

いきます。また、リサイクルプラザについても、新ごみ処理施設の方式など

に合わせて、2024（H36）年度以降の存続・廃止や民間への委託を検討しま

す。 

 東鴻之巣最終処分場は、引き続き管理運転委託を行い効率的な運用を行いま

す。また、現在の残余容量を踏まえた耐用年数は 2037（H49）年度までであ

り、新ごみ処理施設の稼働以降の運用方針について早期に検討します。 
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㉑その他＜その他＞ 

施設 15 施設 

●主な施設 

知多斎場 

大草排水機場 

大気汚染測定所（岡田・八幡東）   など 

現状 
 知多斎場や大草排水機場など、市民生活の利便性や安全性を高めるための便

益施設を整備しています。 

課題  知多斎場は整備から 40年程度が経過し、老朽化が進行しています。 

方針 

 知多斎場は指定管理者制度の継続による維持管理・運営コストの削減を行う

とともに、サービスの向上を図ります。また、炉などの設備を含めた定期点

検を実施し、損傷を早期に発見し修繕するとともに、長寿命化に向けた計画

的な維持管理を行います。 

 大草排水機場は、定期的な点検及び劣化の状況を踏まえた修繕や設備更新に

より、適切に維持管理するとともに、長寿命化を図ります。 

 大気汚染測定所については、大気汚染自動測定器の更新時期に合わせ、従来

の湿式の機器から乾式の機器に転換することにより、維持管理費用の縮減を

図ります。 
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１１-２ インフラ施設 

 

 

 

  

①道路施設 

施設 

道路延長 約 590km 

橋りょう 139 橋 

道路照明灯 

現状 
 市民が安全で快適な生活や経済活動を行うための重要な交通基盤として整

備、維持管理を行っています。 

課題 

 限られた予算の中で、効果的な修繕が実施できるよう、損傷の程度、利用状

況の観点から優先順位を設定し、それを基に順次修繕を行っており、今後も

効果的かつ効率的な維持管理が求められています。 

方針 

 交通基盤として計画的な維持管理を行い、市民の安全で快適な生活をサポー

トしていきます。 

 道路パトロールの実施により、損傷個所の早期発見に努めます。また、点検

業務の包括的な発注による効率化について検討します。 

 道路舗装については、点検結果を蓄積することにより、劣化を予測し、計画

的な修繕に繋げることを検討します。 

 橋りょうについては、「道路法施行規則」に基づき、５年に１度の間隔で定

期点検及び診断を実施します。また、その結果をもとに長寿命化修繕計画を

見直していくとともに、計画に基づいた修繕を確実に行います。 

 橋りょうの架け替え時期に合わせて、利用状況、代替路の有無などを考慮し、

統廃合や通行規制を設けることを検討します。 

 道路照明灯は、LED 化やリース契約の導入により維持管理コストの低減を図

っており、今後は更新の時期に合わせて、技術の向上による低コストな機器

への転換等について検討します。 
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②河川管理施設/③海岸施設 

施設 河川、用悪水路、調整池、ひ門/護岸 

現状 
 大雨による河川の氾濫や高潮被害を未然に防ぎ、市民の生活を守るため、河

川・海岸の護岸整備や調整池等の整備を行っています。 

課題 

 近年頻発している集中豪雨などによる浸水被害などの防止、被害の低減を図

るため、河川整備や保全を行い、河川の持つ防災機能などが十分に発揮でき

るように努める必要があります。 

方針 

 日常点検の実施により、治水上の支障となる損傷や堆積土砂などを早期に発

見し、異常が発見された場合には、適切な対策を行います。また、点検業務

の包括的な発注による効率化について検討します。 

 許可工作物は、管理上の支障とならないように、占用者に対して点検や適切

な対策を実施するよう指導、監督を行います。 

 調整池は、除草費用の削減のため、調整池底部への簡易舗装などの対策につ

いて検討します。 

 ひ門は、定期点検（６回/年）を実施し、運転の可否を確認するとともに、

損傷や異常の早期発見に努めます。また、施設の長寿命化についても検討し

ます。 

 地元住民などと連携を図り、異常の早期発見や河川美化の推進に努めます。 
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④公園・緑地 

施設 

運動公園   ２箇所、地区公園 １箇所 

近隣公園   ３箇所、特殊公園 １箇所 

街区公園      箇所、墓 園  １箇所 

都市緑地   ２箇所 

児童遊園地     箇所、ちびっ子広場 ６箇所   など 

現状 
 市民の憩いの場やスポーツ・レクリエーションの場として、また都市環境の

向上のために公園・緑地を整備しています。 

課題 
 本市の公園の多くが、整備から 30 年以上が経過しているため、老朽化が進

行しています。 

方針 

 個別施設計画である「公園施設長寿命化計画」を 2013（H25）年度に策定し

ており、計画に基づき、修繕や更新を行うことにより、安全で快適な環境を

整備するとともに、施設の長寿命化及び維持管理費用の平準化を図ります。 

 定期点検により、損傷や異常を早期発見し、適切な修繕を実施します。また、

点検結果や修繕履歴は「公園施設長寿命化計画」の見直しなどに活用し、計

画の精度を高めます。 

 全ての遊具について、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」に

基づき、専門業者による定期点検を年１回、日常点検を年５回実施し、遊具

の安全性を確保します。 

 公園の管理業務の一部を指定管理者制度により、効率化を図り、一部につい

ては地元へ委託をしていますが、今後は地元委託範囲の拡大や包括発注の導

入について検討します。 

 児童遊園地、ちびっ子広場は、利用状況によって、廃止を含めて検討します。 

 児童遊園地、ちびっ子広場の管理について、都市公園の管理との一体化を検

討します。 

 人口減少、年齢構成の変化を踏まえ、街区公園の機能について検討します。 

64  
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⑤農業用施設 

施設 農道、ひ門、ため池 

現状 
 農業用施設として、農道、ひ門やため池を整備し、農業者の生産効率や生産

力の向上に寄与しています。 

課題 

 限られた予算の中で、効果的な修繕が実施できるよう、施設の重要度や損傷

の程度から優先順位を設定し、それを基に順次修繕を行っており、今後も効

果的かつ効率的な維持管理が求められています。 

方針 

 農道は、定期的なパトロールを実施し、損傷や異常の早期発見に努めます。

また、広域農道については、交通量が増加しており、劣化の進行が速いため、

適切な修繕を行います。 

 ため池については、定期的な点検を実施するとともに、地区住民と連携を図

り、適正な管理を行います。また、耐震診断を実施し、その結果に基づき、

優先度を検討した上で、県営事業等により順次耐震化を進めています。 
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⑥消防・防災施設 

施設 
防災無線施設 

防火水槽 

現状 
 火事や災害などから市民の生活を守るため、防災無線施設や防火水槽を整備

しています。 

課題 

 防火水槽は住宅地の開発などに合わせて整備しており、老朽化も同時に進行

していく可能性があるため、定期的に老朽化の状況を把握する必要がありま

す。 

 機能の停止が許されない施設であるため、維持管理を確実に実施することが

必要です。 

方針 

 防火水槽は定期的な点検を年２回実施し、損傷や異常の早期発見に努めま

す。 

 防災無線施設は電気設備であり、定期点検を年２回実施しますが、故障の兆

候が把握しづらいため、時間計画的な修繕・更新を実施します。また、技術

の進歩、社会情勢の変化などに応じた施設の整備、更新を行います。 
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⑦上水道施設 

施設 

水道管 467.6km 

配水場 １箇所 

ポンプ場 ６箇所 

現状 
 「安全で良質な水をいつまでも」を基本理念に、市民の生活に欠かせないラ

イフラインとして、サービスを提供しています。 

課題 

 今後、増大することが予想される管路や設備の更新等費用について、アセッ

トマネジメントの考え方により、適切に把握し、そのための財源を確保する

ことが必要です。 

方針 

 個別施設計画である「知多市水道事業基本計画‐知多市水道ビジョン‐」を

2010（H22）年度に策定しており、計画に基づき管路・老朽施設の更新を進

め、事故などの未然防止に努めます。また、必要に応じて計画の見直しを行

い、計画の実行性を確保します。 

 経営健全化の指針として、「経営戦略」を策定し、水道料金の見直しなども

含めた経営基盤の強化について検討し、計画的な修繕・更新を行うための財

源を確保します。 

 漏水事故が多く発生する地点や避難所などの重要給水拠点に繋がる老朽管

を重点的に耐震性のある管で更新し、安全性を高めます。 
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⑧下水道施設 

施設 

下水道管 403.7km 

中継ポンプ場 ９箇所 

処理施設（南部浄化センター、佐布里浄化センター） 

マンホールポンプ 

現状 

 環境によい明るく住みよい「まち」を創るために、下水道の整備を進めてき

ました。現在の下水道普及率は 95.1％（2015（H27）年度末）となっていま

す。 

課題 

 1970（S45）年度から事業を実施しており、施設全般で老朽化が進行してい

ます。老朽化の状況を適切に把握し、限られた予算の中で、定期的な点検及

び劣化の状況を踏まえた修繕や大規模な設備更新を行うことが必要です。 

 佐布里浄化センターは、機械・電気設備の老朽化が進んでいます。 

方針 

 ライフラインの一つとして、市民の生活環境の向上に寄与するため、老朽化

対策は必須であり積極的に取り組んでいきます。 

 国土交通省が定める「下水道事業のストックマネジメント✻実施に関するガ

イドライン」に基づき、施設機能を維持し続けるための点検・調査、改築・

更新に関する計画を策定し、その内容に沿って実施していきます。 

 点検・調査結果により明らかになった劣化・消耗の程度により予防保全型の

修繕を中心に、適切な維持管理を行い、施設の長寿命化を図ります。 

 大規模な設備更新は計画的に行い、その際は施設規模の縮小や省エネルギー

機器の導入について検討します。また、耐震化が必要な構造物について効率

的に補強が進められるよう設備更新と併せて工事を実施します。 

 佐布里浄化センターは、大規模な設備更新が必要になる時期に合わせ、公共

下水道に汚水を集約することにより、廃止します。 

 将来にわたって、事業を継続し続けるための費用を確保するため、下水道使

用料の見直しを必要に応じて行います。 
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１１-３ 公共建築物一覧表 

１１-３-１ 施設類型ごとの公共建築物一覧表 

本市の施設類型ごとの公共建築物（公園（建築物）及び普通財産を除く。）は以下のとお

りです。 

 

 

大分類 中分類 施設名 

建築 

年度 

（年度） 

総延床 

面積 

（㎡） 

市民文化系施設 
①集 会 施 設  

市民活動センター 1982(S57) 1,015.11 

男女共同参画センター 1999(H11) 166.08 

つつじが丘コミュニティセンター 1982(S57) 1,009.28 

佐布里ダム記念館 1974(S49) 783.55 

旭桃記念館 1998(H10) 465.76 

青少年会館 1998(H10) 906.40 

旭南コミュニティルーム 1974(S49) 43.50 

新知コミュニティルーム 1976(S51) 43.47 

岡田コミュニティルーム 1977(S52) 38.88 

南粕谷コミュニティルーム 1977(S52) 43.48 

旭北コミュニティルーム 1979(S54) 76.34 

東部コミュニティルーム 1980(S55) 40.50 

②文 化 施 設  勤労文化会館 1985(S60) 9,108.76 

社会教育系施設 

③図 書 館  中央図書館 1979(S54) 3,301.62 

④博物館・公民館 

八幡公民館 1971(S46) 1,082.39 

岡田公民館 1965(S40) 1,541.42 

旭公民館 1970(S45) 1,219.89 

東部公民館 1978(S53) 1,224.77 

中部公民館 1999(H11) 1,513.76 

大興寺公民館 1979(S54) 509.65 

歴史民俗博物館 1998(H10) 3,505.39 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設 
⑤スポーツ施設 

市民体育館 1977(S52) 8,780.13 

海浜プール〔管理棟、更衣室など〕 1972(S47) 1,208.10 

新田プール〔管理棟、更衣室など〕 1974(S49) 118.93 

岡田プール〔管理棟〕 1998(H10) 217.32 

ふれあい広場〔便所〕 1991(H3) 26.30 

学校開放用器具庫（南粕谷小） 1985(S60) 26.72 

旭南小クラブハウス 1976(S51) 105.00 
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大分類 中分類 施設名 

建築 

年度 

（年度） 

総延床 

面積 

（㎡） 

産 業 系 施 設 ⑥産 業 系 施 設  高齢者能力活用会館 1964(S39) 847.29 

学校教育系施設 
⑦学 校 

八幡小学校 2010(H22) 8,992.92 

新知小学校 2005(H17) 7,466.29 

佐布里小学校 1979(S54) 7,330.28 

新田小学校 2009(H21) 9,667.89 

岡田小学校 1974(S49) 7,583.09 

旭北小学校 1971(S46) 7,199.35 

旭南小学校 1973(S48) 6,960.02 

つつじが丘小学校 1973(S48) 8,450.57 

南粕谷小学校 1978(S53) 7,135.73 

旭東小学校 1981(S56) 7,866.40 

八幡中学校 1973(S48) 10,583.26 

知多中学校 2005(H17) 9,588.80 

旭南中学校 1979(S54) 10,118.38 

東部中学校 1982(S57) 7,969.16 

中部中学校 1985(S60) 9,149.27 

⑧その他教育施設 八幡給食センター 1980(S55) 2,314.54 

子育て支援施設 ⑨幼稚園・保育園 

寺本保育園 1974(S49) 1,286.59 

八幡保育園 1981(S56) 1,364.78 

佐布里保育園 1994(H6) 1,070.01 

新田保育園 2003(H15) 1,555.76 

つつじが丘保育園 1975(S50) 1,221.74 

新知保育園 2010(H22) 2,305.56 

岡田保育園 1979(S54) 995.92 

岡田西保育園 1976(S51) 1,458.59 

日長保育園 1972(S47) 830.09 

日長台保育園 1975(S50) 1,452.76 

新舞子保育園 1979(S54) 1,424.04 

南粕谷保育園 1977(S52) 1,616.63 

梅が丘幼稚園 1979(S54) 1,174.55 

東部幼稚園 1990(H2) 1,140.28 
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大分類 中分類 施設名 

建築 

年度 

（年度） 

総延床 

面積 

（㎡） 

子育て支援施設 ⑩幼児・児童施設 

やまもも園 1979(S54) 254.70 

児童センター 1999(H11) 600.00 

子育て総合支援センター 2013(H25) 598.05 

こども未来館 1995(H7) 1,702.18 

新田放課後児童クラブ 1979(S54) 116.00 

つつじが丘放課後児童クラブ 2007(H19) 125.05 

新知放課後子ども総合プラン施設 2012(H24) 344.00 

保健・福祉施設 

⑪高齢福祉施設 

老人福祉センター 1982(S57) 1,691.32 

八幡福祉会館 1974(S49) 512.24 

東部福祉会館 1990(H2) 599.82 

岡田福祉会館 1993(H5) 475.14 

南粕谷デイサービスセンター 1974(S49) 1,285.43 

在宅ケアセンター 1978(S53) 423.52 

⑫障害福祉施設 
障がい者活動センターやまもも第１ 1983(S58) 1,633.15 

障がい者活動センターやまもも第２ 2008(H20) 998.95 

⑬保 健 施 設  保健センター 1978(S53) 2,245.45 

⑭その他 

社会福祉施設 
福祉活動センター 1992(H4) 1,299.12 

医 療 施 設 ⑮医 療 施 設  休日診療所 1978(S53) 114.39 

行 政 系 施 設 

⑯庁 舎 等  

市役所本庁舎 1969(S44) 10,788.03 

東部サービスセンター 1986(S61) 40.00 

岡田サービスセンター 1981(S56) 100.00 

旭サービスセンター 1986(S61) 38.00 

⑰消 防 施 設  

消防本部・消防署 1981(S56) 2,924.58 

消防署八幡出張所 2005(H17) 959.04 

消防署旭出張所 1975(S50) 422.17 

消防団第１分団詰所 1997(H9) 71.62 

消防団第２分団詰所 1980(S55) 58.86 

消防団第２分団車庫 1926(T15) 72.00 

消防団第３分団詰所 1985(S60) 96.00 

消防団第４分団詰所 2007(H19) 102.92 

消防団第５分団詰所 2015(H27) 101.70 
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大分類 中分類 施設名 

建築 

年度 

（年度） 

総延床 

面積 

（㎡） 

行 政 系 施 設 
⑱その他 

行 政 系 施 設  

旭水防倉庫 1979(S54) 57.71 

東部水防倉庫 1980(S55) 54.00 

緑町水防倉庫 1981(S56) 50.00 

岡田水防倉庫 1982(S57) 39.40 

八幡水防倉庫 1983(S58) 54.00 

備蓄倉庫（八幡） 1997(H9) 60.00 

備蓄倉庫（岡田） 1997(H9) 60.00 

備蓄倉庫（新舞子） 1997(H9) 60.00 

備蓄倉庫（新知東町） 2015(H27) 120.00 

公 営 住 宅 ⑲公 営 住 宅  
市営緑ケ丘住宅 1980(S55) 6,606.23 

市営猿田住宅 1996(H8) 502.32 

供給処理施設 
⑳ごみ処理 

・リサイクル施設 

清掃センター 2003(H15) 11,883.78 

リサイクルプラザ 1994(H6) 2,884.01 

東鴻之巣最終処分場 2009(H21) 799.59 

そ の 他 ㉑そ の 他  

岡田倉庫 1900(M33) 170.50 

旭倉庫 1900(M33) 105.78 

新舞子駅前第１自転車駐車場〔管理棟〕 2004(H16) 4.12 

日長公衆便所 1992(H4) 9.60 

長浦公衆便所 2004(H16) 7.45 

大気汚染測定所（岡田） 1976(S51) 10.36 

大気汚染測定所（八幡東） 1976(S51) 10.36 

知多斎場 1977(S52) 1,266.62 

ハジカミほ場〔倉庫兼事務所〕 1994(H6) 25.00 

熱田山駐車場〔便所〕 1996(H8) 3.00 

佐布里パークロード（もやいこ広場）〔便所〕  1993(H5) 8.72 

大草排水機場 2000(H12) 166.80 

新舞子海水浴場〔便所、詰所〕 1995(H7) 62.51 

新舞子海岸公衆便所 1991(H3) 55.20 

朝倉駅前駐車場〔管理棟〕 1994(H6) 10.20 
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１１-３-２ 公園内の建築物一覧表 

公園内の建築物は以下のとおりです。 

※公園に関する基本的な方針は、「１１－２ インフラ施設」の「④公園・緑地」（P.58）に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

  

種類 施設名 

建築 

年度 

（年度） 

総延床 

面積 

（㎡） 

運 動 公 園 

知多運動公園野球場〔本部席、便所〕 1978(S53) 179.25 

知多運動公園陸上競技場器具庫 1980(S55) 117.94 

知多運動公園陸上競技場 

〔スタンド、倉庫、車庫、便所〕 
1977(S52) 1,404.67 

知多運動公園クラブハウス 1978(S53) 228.00 

旭公園〔体育館、便所、車庫〕 1988(S63) 2,194.92 

地 区 公 園 七曲公園〔事務所、更衣室、便所〕 1988(S63) 104.95 

近 隣 公 園 

つつじが丘公園〔便所〕 2002(H14) 25.46 

大草公園〔展望台〕 1978(S53) 169.62 

新知東町 2 号公園〔便所〕 2000(H12) 12.76 

特 殊 公 園 
佐布里緑と花のふれあい公園 

〔管理棟、展示場、温室など〕 
2000(H12) 2,798.61 

街 区 公 園 

長浦公園〔便所〕 2003(H15) 3.06 

古見公園〔便所〕 2004(H16) 6.42 

にしの台 2 号公園〔便所〕 2004(H16) 6.42 

粕谷台 6 号公園〔便所〕 2011(H23) 6.42 

岡田中央公園〔便所〕 1996(H8) 15.00 

寺本新町 1 号公園〔便所〕 2003(H15) 12.17 

墓 園 知多墓園〔展望塔、車庫、便所〕 1984(H59) 151.99 

そ の 他 

緑広場〔便所〕 1998(H10) 80.40 

朝倉駅東公園〔便所〕 1993(H5) 56.82 

姥山広場〔便所〕 2000(H12) 6.13 
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１２ フォローアップの実施方針 
本市の公共施設マネジメントが計画的かつ円滑に推進されるよう、本計画は、計画の進

捗や社会的環境を踏まえて、随時見直しを行い、個別計画と整合を図った計画とします。 

また、公共建築物、インフラ施設、それぞれの個別施設計画の作成を促進するとともに、

計画に沿った維持管理や更新が適切に実施されているか確認します。上位計画である本計

画とは、相互に連携を図り、全庁において計画の整合を図ります。 

 

 

知多市公共施設等総合管理計画 
積極的に推進するとともに、随時見直し、個別計画

と整合を図った計画とします。 

 

                      個別施設計画の作成と計画推進を確認 

 

◆公共建築物 

長寿命化保全計画 公共建築物の長寿命化等に係る計画 

再配置計画 
次世代に向け、公共建築物のあり方を踏まえて、適

切な配置等を検討する計画 

 

◆インフラ施設 

長寿命化計画、機能保全計画、維持管理計画など 
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用語集 
 

【あ行】 

アセットマネジメント 

水道ビジョンに掲げた持続可能な水道事業を実現するために、中長期的

な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効

果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動。 

維持管理 既存建物や施設について性能及び機能を維持するために行う行為。 

一部事務組合 
本市以外の団体が、公共サービスの一部を共同で行うことを目的として

設置する組織。本市では、西知多医療厚生組合（病院など）が該当する。 

インフラ インフラストラクチャーの略で、水道や道路網などの都市基盤。 

【か行】 

管路 流体などを通すための管。 

企業会計 地方自治体が経営する水道などの公営企業に関する会計の総称。 

橋りょう 河川や路線などの交差物の上に架け渡し、道路などを通す構造物。 

広域化 同じ用途の施設を複数の地区や自治体で所有、活用すること。 

公共施設カルテ 
本市が保有する公共施設ごとに諸元、利用状況やコスト状況をまとめた

もの。 

公共施設等 

総合管理計画 

地方自治体が所有する全ての公共施設等（学校、河川、道路等）を対象

に、地域の実情に応じて、総合的かつ計画的に管理する計画。 

公共施設マネジメント 
地方自治体が保有、借用している公共施設を、自治体経営の視点から総

合的かつ統括的に企画、管理及び利活用する仕組み。 

更新 
劣化した部位・部材や機器等を同性能・同仕様の新しい物に取り替える

行為（建替えを含む。）。 

護岸 川岸や海岸について、水ぎわの侵食防止のために作られる構造物。 

個別施設計画 

 公共施設等総合管理計画の下位に位置する計画であり、所管省庁の指針

等に基づいた長寿命化計画、維持管理計画などで、再配置計画や長寿命

化保全計画も含まれる。 

【さ行】 

歳出 地方自治体の一会計年度における一切の支出。 

歳入  地方自治体の一会計年度における一切の収入。 

再配置計画 
公共施設の効率化を図るため、用途や利用圏域などで整理し、統廃合な

どの施策検討を行う計画。 

事後保全 
施設あるいは部位に破損が生じてから修繕するなど、何か不具合が起き

てから、対応する保全方法。 

指定管理者制度 

平成 15 年の地方自治法の一部改正により導入された制度のことで、民間

の事業者、NPO 法人などを含めた広い範囲の団体から公募し、事業計画

や収支計画などの提案内容から判断して、施設の管理者を決めていくこ

とができるようになった。官民連携手法の一つである。 

受益者負担 
特定の公共事業に必要な経費にあてるため、その事業によって特別の利

益を受ける者に経費の一部を負担させること。 

人口ビジョン 
人口の現状分析を行い、人口に関する市民の認識を共有し、今後目指す

べき将来の方向と人口の将来展望を示したもの。 
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生産年齢人口 人口のうち、15 歳から 64 歳の人口。 

全体最適化 
公共施設等のあり方やサービス提供について、施設類型や所管部署にと

らわれず、市全体を対象に検討を行い、最も適した対応をとること。 

ストックマネジメント 

既存の施設（ストック）を有効に活用し、長寿命化を図る体系的な手法。

施設の社会的需要や老朽度の判定、改修時の費用対効果等を総合的に勘

案した上で、解体、用途変更、改修、改築など、その施設にとってどれ

がよりよい方法なのか判断する。 

【た行】 

耐震基準 
建築基準法によって定められた、地震の際に建築物が安全であるために

備えていなければならない技術的基準。 

耐用年数 建物などが使用に耐えなくなるまでの利用年数。 

ダウンサイジング 
利用動向などに合わせて、過大な規模の施設を縮小し、更新等費用やラ

ンニングコストを軽減すること。 

長寿命化 
計画的に改修することで、構造体の劣化進行を遅らせ、長期間使用する

こと。 

長寿命化保全計画 
建築物を安全・安心に使用できるよう良好な状態を確保するために必要

な維持・修繕等の内容や実施時期を定めた計画。 

調整池 
集中豪雨などの局地的な出水により、河川などの流下能力を超過する可

能性のある洪水が河川に流入する前に、雨水を一時的に溜める池。 

転用 
現在の使用用途を変更し、既存の施設を有効活用しつつ、別の用途とし

て使用目的を変更すること。 

投資的経費 
道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設など将来世代に渡り使用

するような施設・都市整備基盤に要する経費。 

統廃合 
機能が重複する複数の施設について、あるものは統合、あるものは廃止

し、1つの施設にまとめること。 

特別会計 事業目的を限定し、特定の歳入を特定の支出に充てて経理する会計。 

【な行】 

年少人口 人口のうち、0歳から 14歳の人口。 

【は行】 

ひ門 
川や水路が、より大きな川に合流する場合、合流する川の水位が洪水、

高潮などで高くなった時に、その水が逆流しないように設ける施設。 

複合化 機能が異なる複数の公共施設を 1つの施設に合わせて整備すること。 

扶助費 

性質別歳出の一分類で、社会保障制度の一環として地方自治体が各種法

令に基づいて実施する給付や、地方自治体が単独で行っている各種扶助

に係る経費。 

普通会計 

決算統計（総務省の地方財政状況調査）において、地方公共団体相互間

の比較や時系列比較が可能となるように、公営事業会計以外の会計を統

合して１つの会計にまとめたもの。本市の普通会計は、一般会計から、

在宅ケアセンターで実施している訪問看護事業分を除いたもの。 

普通財産 
行政財産（公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産）以

外の一切の公有財産。 
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部分最適化 
公共施設等のあり方やサービス提供について、施設毎（所管部署毎）に

検討を行い、最も適した対応をとること。 

フルセット主義 一つの地方自治体があらゆる種類の公共施設を一揃えに整備すること。 

平準化 
年度毎にバラつきのある費用を予算の制約等の条件により、一定程度に

ならす作業。 

包括的管理 
複数施設の維持管理などの業務をとりまとめることにより効率化を図る

こと。 

【ま行】 

マンホールポンプ 

下水道において地形的に自然勾配で流下させることが困難な区域の下水

を排水するため、マンホール内に設置した小型水中ポンプにより揚水す

る施設。 

民間活力の有効活用 
民間のノウハウや民間の資金を利用し、効率化や公共サービスの向上を

目指すもの。 

【や行】 

用悪水路 田畑に水を注ぐための農業用水路や悪水排出用の水路。 

予防保全 

公共施設等を長寿命化するための保全管理の方法で、建築物や施設及び

設備の異常の有無や兆候を事前に把握・予測することで計画的に改修を

行い、故障による停止や事故を防ぎ、建築物や施設の部材を適切に保全

する方法。 

【ら行】 

ランニングコスト 運営及び維持管理に必要な費用。 

老年人口 人口のうち、65 歳以上の人口。 

【英字】 

LCC（ライフサイクル

コスト） 

計画・設計・施工から、その施設の維持管理、最終的な解体・廃棄まで

に要する費用の総額。イニシャルコストとランニングコストに分けられ

る。 

PFI 

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウ

を活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うこと。（プライベート・

ファイナンス・イニシアティブ） 

PPP 
行政と民間がパートナーを組んで事業を行う、「官民連携」の形。（パブ

リック・プライベート・パートナーシップ） 
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